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法 人 税

債務者の支払能力が 
低下している場合の収益認識と益金算入額

明治大学教授　弥永 真生

事 例

　以下の場合にサービスの提供者である甲株式会社は収益を認識することができるだろう
か。法人税法上はどのように取り扱われるのか。ただし，甲株式会社とその顧客との間の
サービス提供契約はその「履行義務が一定の期間にわたり充足されるもの」にはあたらな
いものとする。
（₁）　顧客Ａに対するサービス提供契約時点では，顧客Ａの代金支払能力に問題はなかっ
たが，サービス提供完了時点では顧客Ａの代金支払能力が低下している場合
（₂）　顧客Ｂとの間でサービス提供契約を締結したが，過去において，顧客Ｂと同質であ
ると考えられる顧客との取引においては平均して債権金額の ₆₀％，売上債権を回収できて
いる（甲株式会社には顧客に価格譲歩を提供する意図はなかった）。なお，サービス提供契
約時点後サービス提供完了時点までの間に顧客Ｂの代金支払能力に変化が生ずるような事
象は存在しない。
（₃）　顧客Ｃとの間でサービス提供契約を締結したが，過去において，顧客Ｃと同質であ
ると考えられる顧客との取引においては平均して債権金額の ₉₀％，売上債権を回収できて
いる（甲株式会社には顧客に価格譲歩を提供する意図はなかった）。なお，サービス提供契
約時点後サービス提供完了時点までの間に顧客Ｃの代金支払能力に変化が生ずるような事
象は存在しない。
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Ⅰ　株式会社に求められる会計処理

１　会社法の下で求められる会計処理
　会社法の下では，株式会社の会計は，一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うも
のとするとされており（会社法 ₄₃₁ 条），収益認識に関する「一般に公正妥当と認められる企
業会計の慣行」の内容を具体的には定めていない。したがって，収益認識に関する「一般に公
正妥当と認められる企業会計の慣行」の内容は解釈にゆだねられている。もっとも，『商法と
企業会計の調整に関する研究会報告書』（平成 ₁₀ 年６月 ₁₆ 日）では，「企業会計原則の前文で
は，『法令によって強制されないでも，すべての企業が従わなければならない基準』と謳われ
ており，企業会計原則をはじめとする企業会計審議会が設定した会計基準は，我が国の会計実
務において一般に公正妥当と認められる会計慣行として広く根づいている。また，（平成 ₁₇ 年
改正前—引用者）商法においては，『総則』及び『会社の計算』において計算規定等が定められ
ており，その中で，第 ₃₂ 条第２項の『商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ公正ナル
会計慣行ヲ斟酌スベシ』との斟酌規定の解釈上，企業会計原則は，『公正ナル会計慣行』の中心
をなすものと解されている」と指摘され，『企業会計原則』が定める実現主義が平成 ₁₇ 年改正
前商法の下での「公正ナル会計慣行」（の少なくとも１つ）であること及び会社法の下での「一
般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」（の少なくとも１つ）であることに，会社法の学説
及び裁判例において異論はみられない。
　また，企業会計基準委員会は企業会計基準第 ₂₉ 号「収益認識に関する会計基準」（以下，収
益認識会計基準）及び企業会計基準適用指針第 ₃₀ 号「収益認識に関する会計基準の適用指針」
（以下，収益認識適用指針）を ₂₀₁₈ 年３月 ₃₀ 日に公表し，₂₀₂₁ 年４月１日以後開始する連結
会計年度及び事業年度の期首から適用すると定めた。そして，収益認識会計基準の第１項は，
「本会計基準の範囲に定める収益に関する会計処理及び開示については，『企業会計原則』に定
めがあるが，本会計基準が優先して適用される」と定めている。収益認識会計基準は，「連結財
務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準
を指定する件」（平成 ₂₁ 年金融庁告示第 ₆₉ 号）及び同「財務諸表等の用語，様式及び作成方法
に関する規則に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準を指定する件」（平成 ₂₁ 年金融庁
告示第 ₇₀ 号）により，金融商品取引法上は，「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」
に該当するものとされているが（連結財務諸表規則１条３項，財務諸表等規則１条３項），収
益認識適用指針は金融庁長官の告示による指定の対象とはされていない。もっとも，連結財務
諸表規則１条３項及び財務諸表等規則１条３項は金融庁長官が指定していない企業会計の基準
は「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」に該当しないということを意味するもので
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はなく，金融庁長官が指定していない企業会計の基準であっても，「一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準」に該当するものはあるという解釈が定説であり，収益認識適用指針も
「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」（の少なくとも１つ）にあたることに異論はみ
られない。
　他方，会社法の下で，収益認識会計基準及び収益認識適用指針が「一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の慣行」にあたるとする明文の規定は存在しない。もっとも，令和２年法務省令
第 ₄₅ 号により，重要な会計方針に係る事項に関する注記を定める会社計算規則 ₁₀₁ 条に２項
が追加され，「会社が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応じて当該契約から生ずる収
益を認識するとき」に収益及び費用の計上基準として注記すべき事項が規定されたこと及び
₁₁₅ 条の２第１項が「収益認識に関する注記は，会社が顧客との契約に基づく義務の履行の状
況に応じて当該契約から生ずる収益を認識する場合における次に掲げる事項（重要性の乏しい
ものを除く。）とする。」と定めたことからは，収益認識会計基準が定める会計処理方法が「一
般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」の少なくとも１つであるという解釈がとられてい
ることはたしかである。
　ただし，令和２年改正後会社計算規則 ₁₁₅ 条の２第１項ただし書は，会社「法第

4 4 4 4 4

₄₄₄
444

条第３
4 4 4

項に規定する株式会社
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

（会社法上の大会社であって有価証券報告書提出会社であるもの—引用
者）以外の株式会社

4 4 4 4 4 4 4

にあっては，第１号（当該事業年度に認識した収益を，収益及びキャッシ
ュ・フローの性質，金額，時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づいて区分をした
場合における当該区分ごとの収益の額その他の事項—引用者）及び第３号（当該事業年度及び
翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報—引用者）に掲げる事項を省略することが
できる」（圏点—引用者）と定めている。₁₁₅ 条の２第１項１号及び３号の注記は収益認識会計
基準 ₈₀‒₅ 項に対応して定められたものであるところ，第１項ただし書が設けられたのは「パ
ブリックコメントの手続に付した本省令の原案に対して，有価証券報告書を提出しなければな
らない株式会社以外の株式会社に過大な負担となるおそれがあるという意見が寄せられたこと
等を踏まえ，原案を修正することとしたものである」と説明されている（₁）。このような経緯か
らは，会社法の下では，有価証券報告書提出会社である大会社には収益認識会計基準が優先的
に適用されるが，有価証券報告書提出会社以外の会社（会計監査人設置会社を含む）は，『企業
会計原則』が定める実現主義（₂）によることも，収益認識会計基準によることも認められている

 （₁）  藺牟田泰隆＝金子佳代＝若林功晃「会社計算規則の一部を改正する省令の解説—令和二年法務省令第四
五号—」旬刊商事法務 ₂₂₄₂ 号（₂₀₂₀ 年）６頁。

 （₂） 『企業会計原則』を踏襲して，『中小企業の会計に関する指針』は収益を実現主義により認識するとし
（₇₃ 項），『中小企業の会計に関する基本要領』は収益を「原則として，製品，商品の販売又はサービス
の提供を行い，かつ，これに対する現金及び預金，売掛金，受取手形等を取得した時に計上する」（Ⅱ１
（₁））としている。
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と考えられる（₃）。

２　『企業会計原則』
　『企業会計原則』の第二　損益計算書原則では，「売上高は，実現主義の原則に従い，商品等
の販売又は役務の給付によって実現したものに限る」（三Ｂ）と規定されている。しかし，どの
ような要件がみたされれば実現したと判断されるのかについて，一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準にあたると解される企業会計の基準では明らかにされてこなかったが，経済安
定本部企業会計基準審議会「税法と企業会計原則との調整に関する意見書（小委員会報告）」
（₁₉₅₂ 年６月）では，「販売によって獲得した対価が当期の実現した収益である。販売基準に従
えば，一会計期間の収益は，財貨または役務の移転に対する現金または現金等価物（手形，売
掛債権等）その他の資産の取得による対価の成立によって立証されたときにのみ実現する」
（総論，第一，二 実現主義の原則の適用）と述べられていた（₄）。「現金または現金等価物」では
なく，「貨幣性資産」と定式化する学説も存在していたが，いずれにせよ，金銭債権が法律上有
効に成立していれば，「対価の成立」という要件をみたすことになるという理解がなされてき
たものと考えられる。
　たしかに，会計制度委員会研究報告第 ₁₃ 号では，「我が国の実現主義の下での収益認識要件
の１つと解される『対価の成立』要件は，販売時点において，対価が回収される可能性が高い
と見込まれることを求めていると考えられる」と述べられていた。しかし，このような解釈を
裏付ける権威ある文書ないし文献は存在しなかったように思われ（₅），対価が回収される可能性
が高いことが実現すなわち『企業会計原則』の下での収益認識の要件なのかは必ずしも明確で
はない。したがって， ─ きわめて特殊な場合を除き ─ 対価の回収の可能性を検討すること

 （₃）  しかも，会社計算規則 ₁₁₅ 条の２第１項ただし書によれば，有価証券報告書提出会社であっても大会社
ではない会社は同項１号及び３号の注記を省略できるのであるから，そのような株式会社は『企業会計
原則』が定める実現主義によることができると解するのが首尾一貫する。なぜなら，収益認識会計基準
によって会計処理をしつつ，注記を省略できるとするのは適切ではないと考えられるからである。

 （₄）  日本公認会計士協会会計制度委員会研究報告第 ₁₃ 号「我が国の収益認識に関する研究報告（中間報
告）」（₂₀₀₉ 年 ₁₂ 月８日）では，「実現主義の下での収益認識要件として，一般に「財貨の移転又は役務
の提供の完了」とそれに対する「対価の成立」が求められていると考えられる」と指摘されている（Ⅰ
総論１．公表の経緯）。桜井久勝『財務会計講義［第 ₂₇ 版］』（中央経済社，₂₀₂₆ 年）₇₈ 頁，佐藤信彦ほ
か『財務会計論Ⅰ基本論点編（第 ₁₉ 版）』（中央経済社，₂₀₂₆ 年）₃₄₂ 頁，新井清光＝川村義則『新版現
代会計学［第４版］』（中央経済社，₂₀₂₅ 年）₁₇₂ 頁，加古宜士『財務会計概論［第９版］』（中央経済社，
₂₀₁₀ 年）₁₄₆ 頁など参照。また，実現主義とは販売基準をいうとする伊藤邦雄『新・現代会計入門［第
７版］』（日本経済新聞出版，₂₀₂₆ 年）₁₉₉ 頁なども参照。なお，「対価の成立」を要件とする会計学にお
ける通説的な（？）見解の背景には，米国財務会計基準審議会の財務会計概念書第６号（Statement of 
Financial Accounting Concepts No. ₆. Elements of Financial Statements）（₁₉₈₅ 年）が「最も厳密な意
味では，実現とは，非現金資源や権利を金銭に転換するプロセスを指し，会計および財務報告において
最も厳密に用いられるのは，現金または現金請求権を対価としてなされる資産の売却を指す場合であ
る」と述べたこと（パラグラフ ₁₄₃）などがあるのではないかと推測される。
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なく，財貨またはサービスの提供と現金または現金等価物の取得とがあれば売上（収益）を計
上（認識）することができ，対価の回収可能性は現金等価物の典型である金銭債権の貸倒見積
りにおいて反映させることで十分であるという理解がむしろ一般的であると思われる（₆）。

３　収益認識会計基準
　約束した財またはサービスの顧客への移転を当該財またはサービスと交換に企業が権利を得
ると見込む対価の額で描写するように収益を認識することが収益認識会計基準の基本となる原
則であるとされ（収益認識会計基準 ₁₆ 項），収益の認識にあたっては，①顧客との契約の識別，
②契約における履行義務の識別，③取引価格の算定，④取引価格の履行義務への配分及び⑤履
行義務を充足した時または充足するにつれて収益を認識，という①から⑤までのステップが適
用される（収益認識会計基準 ₁₇ 項）。すなわち，⑤約束した財またはサービスを顧客に移転す
ることにより履行義務を充足した時には充足するにつれて，充足した履行義務に配分された額
で収益を認識するとされていることから，財貨の引き渡しまたはサービスの提供が履行義務で
ある場合には，財貨の引き渡しまたはサービスの提供を完了した時点で収益を認識できるはず
であるが，①顧客との契約の識別のステップにおいて，「顧客に移転する財又はサービスと交
換に企業が権利を得ることとなる対価を回収する可能性が高いこと」という要件（収益認識会
計基準 ₁₉ 項（₅））をみたさない場合には，顧客との契約が識別されず，収益認識会計基準が適
用されないため，財貨の引き渡しまたはサービスの提供を完了した（履行義務充足の）時点で
は，収益を認識できないことになる。₁₉ 項の要件をみたすかどうかは契約における取引開始日
において判定するのが原則であるが，「顧客との契約が契約における取引開始日において第 ₁₉
項の要件を満たす場合には，事実及び状況の重要な変化の兆候がない限り，当該要件を満たす
かどうかについて見直しを行わない（第 ₂₃ 項参照）が，例えば，顧客が対価を支払う能力が著
しく低下した場合には，顧客に移転する残りの財又はサービスと交換に企業が権利を得ること
となる対価を回収する可能性が高いかどうかについて見直しを行う。」とされている（₁₂₀
項）（₇）。

 （₅）  また，収益認識会計基準の ₁₁₇ 項では，「我が国の実務では，契約の締結可否を判断するにあたって回
収可能性を検討する際に，それ（対価を回収する可能性の方が回収できない可能性よりも高いこと—引
用者）よりも高い閾値に基づき判断している」と述べられている。

 （₆） 「サービスを提供して売上債権を獲得した時点で，実現の要件が充たされる。むろん，債権の回収には
一定のコストがかかり，債権が貸倒れになる可能性もあるが，そうした費用や損失は，主たる営業活動
から生じる収益や費用の計算とは切り離されて，独立に計算されることになっている」（大日方隆「第３
章利益と資本」「第５節実現概念」斎藤静樹（編著）『財務会計［第６版］』（有斐閣，₂₀₀₉）₇₈ 頁）と述
べられていた。また，「掛売りの場合であっても，代金回収に関する不確実性は，商品の買い手がつくか
どうかに関する不確実性との相対比較においては，無視しうるものといってさしつかえない」とも指摘
されていた（米山正樹「第４章収益の測定」「第２節事業投資の収益」斎藤（編著）・前掲 ₉₇ 頁）。
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　収益認識会計基準では「当該対価を回収する可能性の評価にあたっては，対価の支払期限到
来時における顧客が支払う意思と能力を考慮する（適用指針［設例２］）」（₁₉ 項（₅））とされ
ており，「顧客から対価を回収する可能性を評価する際には，顧客の財務上の支払能力及び顧
客が対価を支払う意思を考慮する（第 ₁₉ 項（₅）参照）。顧客が対価を支払う意思の評価にあた
っては，対価の支払期限が到来している（すなわち，対応する履行義務が充足され，企業が権
利を有する対価が変動しない。）と仮定したうえで，顧客又は同種の顧客グループの過去の慣
行を含むすべての事実及び状況を考慮する必要がある」とされている（₁₁₈ 項）。なお，同 ₁₁₇
項では，「対価を回収する『可能性が高い』ことについて，IFRS 第 ₁₅ 号では “probable”とい
う表現が用いられている。ここで，IFRS における “probable”の意味に照らすと，対価を回収
する可能性の方が回収できない可能性よりも高いこと（more likely than not）を示すこととな
るが，我が国の実務では，契約の締結可否を判断するにあたって回収可能性を検討する際に，
それよりも高い閾値に基づき判断していることに鑑み，『可能性が高い』という表現を用いて
いる」と述べられており，対価を回収する可能性の方が回収できない可能性よりも高いという
だけでは，収益認識会計基準 ₁₉ 項（₅）との関連では「可能性が高い」とは必ずしもいえない
という立場がとられている（₈）。
　収益認識会計基準においては，上述のように，「顧客が対価を支払う意思」の判断について

 （₇）  収益認識会計基準 ₂₄ 項は「顧客との契約が第 ₁₉ 項の要件を満たさない場合には，当該要件を事後的に
満たすかどうかを引き続き評価し，顧客との契約が当該要件を満たしたときに本会計基準を適用する」
と定めていることから，対価を回収する可能性が高くなった時点で収益を認識することになる。

 （₈）  もっとも，「我が国の実務では，契約の締結可否を判断するにあたって回収可能性を検討する際に，そ
れよりも高い閾値に基づき判断していることに鑑み

4 4

，「可能性が高い」という表現を用いている」（圏点
—引用者）というのであれば，契約が締結された以上，回収可能性が高いと事実上推定され，「回収可能
性が高い」ことを否定する特段の事情がある場合にのみ，「可能性が高い」とはいえないとして，収益認
識会計基準が適用されず，収益を認識できないと理解することが首尾一貫する。また，米国基準におい
ても “probable”は ₇₅％程度以上を意味しているといわれているにかかわらず，国際会計基準審議会と
米国財務会計基準審議会は，顧客に重大な信用リスクがある場合には，対価回収を確保するための適切
な経済的保護がなければ取引は行わないであろうとして，同一の用語が異なる意味を有することによる
重大な実務上の影響はないであろうと判断した（IFRS₁₅, para.BC₄₄）。さらに，横浜地判令和７年 ₁₂
月 ₁₅ 日（資料版商事法務 ₅₀₃ 号 ₃₇ 頁。確定）は，「対価の成立の点についてみると，本件各取引の代金
の決済は完了しているものと認められる。その代金の原資がすてきナイスグループ（厳密にはナイスコ
ミュニティー）からの貸付であったことを捉え，その貸付金の回収可能性を問題にするとしても，「回
収可能性が高い」という解釈自体が判断指針として抽象的であり，その解釈あてはめには一定の幅があ
る」とし，「確かに，本件のようなスキームにおいては，販売時点でエンドユーザーが確定していないこ
とからすれば，貸付金の回収可能性に不確実性は存在する」が，「ザナックがナイスのリナイス事業に
参加していたという経緯やナイスが販売代理を行うことからすれば，エンドユーザーに販売することは
可能な状態であったといえ，対象物件や価格を検討するに当たっても，ザナックにも利益が出るよう価
格を算出するなどの注意を払って取引内容が決定されていたと認められる。また，本件各物件の売却可
能性に乏しいとか，仮に売却したとしてもその採算性に疑問があるなど，貸付金の返済が期待できない
といったような事情も認められない」として，「対価の回収可能性を貸付金の回収可能性と捉えたとし
ても，その回収可能性が高いと評価することは可能であり，対価の成立が認められないとまでは認めら
れない」との判断を示した。
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は ₁₁₇ 項でガイダンスが示されているが，「顧客が対価を支払う能力」の判断についてのガイ
ダンスは示されていない。また，設例２からも具体的な指針は読み取れないように思われる。
「顧客が対価を支払う能力」の判断について，IFRS 第 ₁₅ 号についての解説であるが，たとえ
ば，ある監査法人が公表した解説では，企業の法的な権利，過去の実績，企業が契約期間を通
じて信用リスクへのエクスポージャーをどのように管理するつもりなのか，顧客の能力及び支
払う意思を考慮して，回収可能性を判定するとしている（₉）。また，買手の資金調達能力，買手
の契約に対するコミットメント，類似した状況のもとで締結した，類似した契約及び買手につ
いての売手の過去の経験，契約上の権利を強制する売手の意図，合意した支払条項及び売手の
債権が将来，劣後債権となるか否かを考慮して回収可能性を検討するという設例１（不動産の
販売）が示されている（₁₀）。また，「状況によっては，回収すると見込まれる金額を見積る際に，
過去のデータのポートフォリオを用いることができる。このような分析は，企業が同種の取引
を多数行っている場合に適切となり得る」とも指摘されている（₁₁）。
　なお，収益認識会計基準の下でも，対価の一部を回収できる「可能性が高い」場合には，当
該対価を変動対価とみて，回収できる可能性が高い対価に対応する部分について収益を認識す
ることが可能である（収益認識適用指針［設例２］）。もっとも，収益として認識されることと
なる「取引価格」は「財又はサービスの顧客への移転と交換に企業が権利を得ると見込む対価
の額」をいうとされ（８項），取引価格には顧客の信用リスクは反映されないものとされてい
る（₄₈ 項・₁₀₀ 項・₁₁₄ 項及び IFRS 第 ₁₅ 号の BC₂₆₁ 項参照）。

Ⅱ　法人税法における取扱い

　収益認識会計基準に対応した法人税法の平成 ₃₀ 年改正がなされた理由については，最一小
判平成５年 ₁₁ 月 ₂₅ 日（民集 ₄₇ 巻９号 ₅₂₇₈ 頁）を前提とし，「どのような会計原則・会計基
準・会計慣行のどの取扱いに基づく会計処理が『一般に公正妥当と認められる会計処理の基
準』に従った計算に該当するかという点について……，様々な判例で断片的に述べられている
状況……を考慮すれば，収益認識に関する会計基準に基づく会計処理も，『一般に公正妥当と
認められる会計処理の基準』に従った計算に該当し得ると考えられ」るため，「収益認識に関
する会計基準に従った収益の額の計算のうち，法人税の所得の金額の計算として認めるべきで
ない部分があれば，その部分を明示する必要が生ずることとな」ったと説明されている（₁₂）。

 （₉）  あずさ監査法人『Revenue 顧客との契約から生じる収益　IFRS 第 ₁₅ 号ハンドブック』(₂₀₁₉ 年)
〈https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmgsites/jp/pdf/₂₀₂₀/jp-ifrs₁₅-revenue-summary-₂₀₁₆-₀₉-₀₇.
pdf〉₆ 頁。

（₁₀）  あずさ監査法人・前掲注（₉）４頁。
（₁₁）  あずさ監査法人・前掲注（₉）７頁。
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１　益金算入時期
　法人税法（以下，法）₂₂ 条２項は「内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年
度の益金の額に算入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，資産の販売，有償又は無償
による資産の譲渡又は役務の提供，無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外の
ものに係る当該事業年度の収益の額とする。」と，法 ₂₂ 条の２第１項は「内国法人の資産の販
売若しくは譲渡又は役務の提供（以下この条において「資産の販売等」という。）に係る収益の
額は，別段の定め（前条第４項を除く。）があるものを除き，その資産の販売等に係る目的物の
引渡し又は役務の提供の日の属する事業年度の所得の金額の計算上，益金の額に算入する。」
と定めている。

２　益金の額に算入される金額
　法 ₂₂ 条の２第４項は「内国法人の各事業年度の資産の販売等に係る収益の額として第１項
又は第２項の規定により当該事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算入する金額は，別段
の定め（前条第４項を除く。）があるものを除き，その販売若しくは譲渡をした資産の引渡し
の時における価額又はその提供をした役務につき通常得べき対価の額に相当する金額とする」
と定めているが，ここでいう「引渡しの時における価額又は通常得べき対価の額」は，資産の
販売等につき①当該資産の販売等の対価の額に係る金銭債権の貸倒れまたは②当該資産の販売
等（資産の販売又は譲渡に限る）に係る資産の買戻しが生ずる可能性がある場合においても，
その可能性がないものとした場合における価額とするとされている（法 ₂₂ 条の２第５項）。

３　法 22 条の２第４項及び第５項と「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」
　法 ₂₂ 条の２第４項及び第５項では，「（前条第４項を除く。）」とされており，「一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準」の内容にかかわらず，資産の販売等に係る収益の額は「その
資産の販売等に係る目的物の引渡し又は役務の提供の日の属する事業年度の所得の金額の計算
上，益金の額に算入」されることになり，また，当該資産の販売等の対価の額に係る金銭債権
の貸倒れの可能性がないものとした場合における「引渡しの時における価額又は通常得べき対
価の額」が益金の額に算入されることになる。収益認識会計基準が定める会計処理または『企
業会計原則』の下での実現主義が「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に該当する
と解しても，法 ₂₂ 条の２第４項及び第５項が優先的に適用される（₁₃）。すなわち，対価の貸倒

（₁₂）  藤田泰弘ほか「法人税法等の改正」財務省『平成 ₃₀ 年度税制改正の解説』(₂₀₁₈ 年)〈https://warp.ndl.
go.jp/web/₂₀₁₈₀₈₀₁₁₆₁₆₁₁/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy₂₀₁₈/explanation/pdf/
p₀₂₆₅-₀₃₅₄.pdf〉₂₇₀ 頁。

（₁₃）  藤田ほか・前掲注（₁₂）₂₈₀ 頁。
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れの可能性があることに着目して，収益認識会計基準によれば，「顧客に移転する財又はサー
ビスと交換に企業が権利を得ることとなる対価を回収する可能性が高いこと」という要件をみ
たしていないことを理由として，回収する可能性が高いとはいえない対価の全部または一部に
対応する収益（売上）を認識しないときであっても，法人税法上は，販売等の対価の額は「そ
の資産の販売等に係る目的物の引渡し又は役務の提供の日の属する事業年度の所得の金額の計
算上，益金の額に算入」されることになる。これは，『企業会計原則』の下での実現主義の要件
の１つである「対価の成立」には「対価が回収される可能性が高いと見込まれること」が必要
であるという見解によった場合も同様である。
　「法人税法上，資産の販売等に係る収益の額は，資産の販売等により受け取る対価の額では
なく，販売等をした資産の価額をもって認識すべきとの考え方」がとられているから，「法人
税法においては，収益認識に関する会計基準のように対価の額を基礎として益金の額を計算す
ることは，方法として採用できない」し，「対価の回収が見込まれないこと……を収益の額の
算定上考慮することは，譲渡した資産の時価そのものを正確に反映するための手続ではなく，
別の要因により対価の額を全額受け取ることができないことを評価しているものであると考え
られる」と述べられている。「法人税法上，資産の販売等に係る収益の額は，……販売等をした
資産の価額をもって認識すべきとの考え方」は「法人税法第 ₂₂ 条第２項において資産の無償
による譲渡に係る収益の額が益金の額となるとされていることや，寄附金の損金不算入制度に
おいて寄附金の額を譲渡資産の譲渡の時の価額で算定するとされていることに」表れており，
最三小判平成７年 ₁₂ 月 ₁₉ 日（民集 ₄₉ 巻 ₁₀ 号 ₃₁₂₁ 頁）は，法 ₂₂ 条２項は「法人が資産を他
に譲渡する場合には，その譲渡が代金の受入れその他資産の増加を来すべき反対給付を伴わな
いものであっても，譲渡時における資産の適正な価額に相当する収益があると認識すべきもの
であることを明らかにしたものと解される」と判示していると指摘されている（₁₄）。
　なお，法 ₂₂ 条の２第４項及び第５項を前提として，平成 ₃₀ 年３月 ₃₁ 日政令第 ₁₃₂ 号によ
る改正により，令 ₉₉ 条は，「内国法人が法第 ₂₂ 条の２第１項（収益の額）に規定する資産の販
売等を行つた場合において，当該資産の販売等の対価として受け取ることとなる金額のうち同
条第５項第１号に掲げる事実が生ずる可能性があることにより売掛金その他の金銭債権に係る
勘定の金額としていない金額（以下この条において「金銭債権計上差額」という。）があるとき
は，当該金銭債権計上差額に相当する金額は，当該内国法人が損金経理により貸倒引当金勘定
に繰り入れた金額又は当該内国法人が設けた法第 ₅₂ 条第５項（貸倒引当金）に規定する期中
個別貸倒引当金勘定若しくは同条第６項に規定する期中一括貸倒引当金勘定の金額とみなして，
同条第１項，第２項，第５項及び第６項の規定を適用する。」と定めている（₁₅）。これは，収益

（₁₄）  藤田ほか・前掲注（₁₂）₂₇₀ 頁。
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認識会計基準の下では，対価の回収可能性が高いといえない場合には収益（売上）を認識しな
いため，売掛金その他の金銭債権を計上しないことに対応するものである。すなわち，『企業
会計原則』が示している実現主義により，かつ，「対価の成立」という要件の充足には対価の回
収可能性が高いことは要求されないという理解によると，対価の回収可能性が高くないことは
貸倒償却ないし貸倒引当金の設定という形で会計処理されることになるから，それとの均衡を
図るための規定であると考えられる。

Ⅲ　事例の検討

（1）の場合
　『企業会計原則』には，契約後サービス提供完了までの間に，顧客Ａの代金支払能力が低下
しても，収益（売上）を認識することを妨げる規定はなく，また，そのような場合に収益を認
識してはならないという考え方が広く受け入れられてきたとはいえないように思われる。そう
であるとすれば，企業会計上の収益認識と法人税法における益金算入額との間には差が生じな
いものと考えられ，企業会計上の貸倒引当金繰入額が法人税上，損金に算入できるかどうかが
問題となるにとどまる。
　他方，収益認識会計基準が適用される場合には，₂₃ 項及び ₁₂₀ 項により「顧客が対価を支払
う能力が著しく低下した場合」には見直しを行うことが要求され，「顧客が対価を支払う能力
が著しく低下した場合」とはどのような場合なのかが問題となる。収益認識会計基準及び収益
認識適用指針の設例からは読み取れないが，IFRS 第 ₁₅ 号の設例４では，「顧客が資金調達手
段及び主要な取引先を失った」場合に「顧客の支払能力が著しく悪化した」と評価されてお
り（₁₆），見直しを行う必要があり，その結果，顧客Ａに対する売上（収益）を認識することがで
きないというのはきわめて例外的な場合であると考えられる。
　かりに，顧客Ａの支払能力が著しく悪化したと評価され，見直しの結果，収益認識会計基準
₁₉ 項（₅）をみたさないことを理由として顧客Ａに対する売上（収益）を認識することができ
ないということになると，企業会計上は売上（収益）が認識されないが，法人税法上は益金に
算入され，その差額に対応する金銭債権（売掛金など）については法人税法施行令（以下，令）

（₁₅）  また，令 ₁₈ 条の２第４項は，「内国法人が資産の販売等を行つた場合において，当該資産の販売等の対
価として受け取ることとなる金額のうち法第 ₂₂ 条の２第５項各号に掲げる事実が生ずる可能性がある
ことにより売掛金その他の金銭債権に係る勘定の金額としていない金額（以下この項において「金銭債
権計上差額」という。）があるときは，当該対価の額に係る金銭債権の帳簿価額は，この項の規定を適用
しないものとした場合における帳簿価額に当該金銭債権計上差額を加算した金額とする」と定めている。

（₁₆）  なお，あずさ監査法人・前掲注（₉）８頁は，IFRS 第 ₁₅ 号の解説として，「顧客がその年間売上高の
₇₅％を占める顧客を喪失したことにより支払能力が著しく悪化した場合は，再評価が必要となる可能性
が高い」と指摘している。
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₉₉ 条が適用されることになる。

（2）の場合
　『企業会計原則』が定める実現主義による場合には２つの考え方がありうる。１つの考え方は，
弁済期における顧客の支払能力がかなり低いことが合理的に予想される場合（₁₇）を別とすれば，

（₁₇）  そもそも，このような場合に売買契約やサービス提供契約を合理的な企業が締結するとは想定しにくく，
それは一種の贈与または寄附を含む契約なのではないかと考えられるのかもしれない。しかし，企業会
計においては，取引価格が時価を上回る場合や下回る場合に当事者の一方から他方への贈与や寄附がな
されているものとみて，売買と贈与との複合的契約（取引）として会計処理することはないようである。
取引価格で売主は売上を計上し，買主は仕入を計上する。そして，買主はその価格を帳簿価額とし，た
な卸資産の場合には時価が著しく下落しない限り，評価減を行わないし，固定資産の場合には減損の兆
候がない限り，減損損失を認識することはない。１つの取引は，金融商品についての一部の例外を除け
ば，一体として会計処理するわけである。

（₁₈）  大日方・前掲注（₆）。法 ₂₂ 条の２第５項は「留意的に定められた」と指摘されており（藤田ほか・前掲
注（₁₂）₂₇₆ 頁），また，国税庁『「収益認識に関する会計基準」への対応について～法人税関係～』
（₂₀₁₈ 年５月）〈https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hojin/kaisei_gaiyo₂₀₁₈/pdf/₀₀₁.pdf〉では
「法人税基本通達の整備方針」の１つとして，「中小企業については，引き続き従前の企業会計原則等に
則った会計処理も認められることから，従前の取扱いによることも可能とする」ことが挙げられている。
ところが，平成 ₃₀ 年改正前には，法人税との関係で，対価の回収可能性を益金算入額の算定上考慮す
ることが認められるかどうかについて，公刊物掲載裁判例などでは，ほとんど議論されていなかったよ
うであり，それは，『企業会計原則』の下での実現主義の要件のうち，「対価の成立」との関係で，よほ
ど極端な場合は別として，対価（金銭債権）の回収可能性は考慮されていなかった（考慮することを要
するとは，実務上解されていなかった）ことを示唆しているのではないかと推測される。また，法 ₂₂ 条
３項２号は「前号に掲げるもののほか，当該事業年度の販売費，一般管理費その他の費用（償却費以外
の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額」を別段の定めがあるもの
を除き，内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額として
いる。そして，法人税基本通達 ₂‒₂‒₁₂ は「法第 ₂₂ 条第３項第２号《損金の額に算入される販売費等》
の償却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務が確定しているものとは，別に定めるものを除
き」，①当該事業年度終了の日までに当該費用に係る債務が成立していること，②当該事業年度終了の
日までに当該債務に基づいて具体的な給付をすべき原因となる事実が発生していること，及び，③当該
事業年度終了の日までにその金額を合理的に算定することができるものであることという「要件の全て
に該当するものとする。」と定めている。しかし，貸倒損失ないしは ─ 貸倒引当金を負債性引当金（た
とえば，東京地判平成 ₁₅・₇・₁₇ 判時 ₁₈₇₁ 号 ₂₅ 頁は，「貸倒引当金は，会計上の負債性引当金，すなわ
ち，将来の支出を生じさせる見積負債としての引当金に当たるものにすぎず，現実に具体的な債務とし
て確定しているわけではないから，純資産価額の算定に当たり，これを資産の額から控除すべき負債に
含めないことが相当である」と判示していた）ではなく，評価性引当金であると位置づける限り ─ 貸
倒引当金繰入は債務の発生により生ずるものではないのであり，そもそも，法 ₂₂ 条３項２号かっこ書
きはあてはまらないことになり，法 ₅₂ 条が法 ₂₂ 条３項にいう「別段の定め」であるということになる
のであろう。このような別段の定めの合理性については，「税法上要請される租税収入の確保，課税の
公平等の観点から，……当該事業年度に損失が生じたことが確実と認められるもの……に限定して損失
計上が行われるべき」と解されており，「見積り計上が認められないとする考え方については，多くの
裁判例でも支持されている」という見方が示されてきた（品川芳宣「法人税における損金の本質」税務
会計研究８号（₁₉₉₇ 年）₉₈～₉₉ 頁）。このことからは，少なくとも，平成 ₃₀ 年改正前において，『企業
会計原則』が定める実現主義との関係では，対価の回収可能性は，原則として，収益（売上）の認識に
影響を与えるものではなく，対価（金銭債権）の貸倒見積りに基づく引当金計上の要否に影響を与える
ものと企業会計上考えられており，それを前提として，法人税法上の取扱いが議論されていたのではな
いかと推測される。
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収益（売上）の認識には影響を与えず，顧客の支払能力に起因する対価の回収可能性は貸倒引
当金繰入の要否のレベルで考慮されるというものである（₁₈）。このような考え方によると，甲株
式会社は，顧客Ｂと同質であると考えられる顧客との取引においては平均して債権金額の
₆₀％しか売上債権を回収できていないとしても，顧客Ｂに対するサービス提供契約に基づく収
益は認識し，対応する売掛金について貸倒引当金を計上することになる。そうであれば，企業
会計上の収益認識と法人税法における益金算入額との間には差が生じないものと考えられ，企
業会計上の貸倒引当金繰入額が法人税上，損金に算入できるかどうかが問題となるにとどまる。
　他方，『企業会計原則』の下での実現主義における「対価の成立」という要件には対価の回収
可能性が高いことが黙示的に含まれているという考え方によると，顧客Ｂの支払能力は，本来，
個別的に評価されるものであるが，顧客Ｂと同質であると考えられる顧客との取引においては
平均して債権金額の ₆₀％しか売上債権を回収できていないのであれば，回収の可能性が高い
とはいえず，顧客Ｂに対するサービス提供契約に基づく収益を認識することはできないという
結論になることもあろう（₁₉）。もっとも，その場合であっても，変動対価とみて，債権金額の
₆₀％に相当する額については回収の可能性が高いと評価でき，当該額については顧客Ｂに対す
るサービス提供契約に基づく収益を認識することができると考える余地がある。
　これらの結論は収益認識会計基準の下でも同じである。なお，収益認識会計基準の ₁₁₈ 項で
は「顧客が対価を支払う意思の評価にあたっては，……顧客又は同種の顧客グループの過去の
慣行を含むすべての事実及び状況を考慮する必要がある」とされているが，顧客の支払能力と
の関係ではそのような記述はなく，しかも，本来，顧客の支払能力はその顧客について評価さ
れるべきものである。したがって，本件においては，顧客Ｂと同質であると考えられる顧客グ
ループに係る過去の回収実績にかかわらず，顧客Ｂに対するサービス提供契約の対価の回収可
能性が高いと判断することができることはいうまでもない（₂₀）。
　かりに，サービス提供契約時点及びサービス提供完了時点における顧客Ｂの支払能力が低く，

（₁₉）  あずさ監査法人・前掲注（₉）７頁では，IFRS 第 ₁₅ 号の解説として，「例えば，小売業者が同質的なク
ラスの顧客との取引について平均して請求金額の ₆₀％を回収し，価格譲歩を提供する意図がない場合，
当該クラスの顧客との契約について契約金額の全額を回収する可能性が高くないことの指標となり得る。
したがって，契約のもとでの対価を回収する可能性が高いという要件を満たさない場合がある」という
見解が示されている。

（₂₀）  IFRS 第 ₁₅ 号との関係で，「企業は一般的に，企業が権利を得ることとなる金額を回収する可能性が高
い契約しか行わない」（BC₄₃ 項），国際会計基準審議会及び（米国）財務会計基準審議会は「大半の取
引では，企業は顧客との契約を，顧客に重大な信用リスクがある場合には，対価を回収することを確保
するための適切な経済的な保護も有していなければ，行わないであろうと考えた」（BC₄₄ 項），「企業は
顧客に移転する財またはサービスと交換に権利を得ることとなる対価を回収する可能性が高いと考えて
いない場合には，企業は一般的に顧客との契約を締結しないであろう」（BC₄₆E 項）と国際会計基準審
議会は述べている。そうであるとすると，IFRS 第 ₁₅ 号に倣った収益認識会計基準の適用にあたって，
個々の顧客との契約について，収益認識会計基準 ₁₉ 項（₅）の要件をみたさないと判定されるのはきわ
めて例外的な場合であると考えることが自然である。
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これに着目して収益認識会計基準 ₁₉ 項（₅）をみたさないことを理由として顧客Ｂに対する売
上（収益）を認識することができないと判断する場合には，企業会計上は売上（収益）が認識
されないが，法人税法上は益金に算入され，その差額に対応する金銭債権（売掛金など）につ
いては令 ₉₉ 条が適用されることになる。なお，法人税基本通達 ₂‒₁‒₁ の ₁₁ は，変動対価があ
る場合に一定の要件をみたすときには，変動対価につき引渡し等事業年度の確定した決算にお
いて収益の額を減額し，または増額して経理した金額を引渡し等事業年度の引渡し時の価額等
の算定に「反映するものとする」と定めているが，「（法第 ₂₂ 条の２第５項各号《収益の額》に
掲げる事実を除く…）」と規定されており，金銭債権の貸倒れの可能性による変動は変動対価
としての取扱いの対象とはならない。

（3）の場合
　顧客Ｃの支払能力は，本来，個別的に評価されるものであるが，顧客Ｃと同質であると考え
られる顧客との取引においては平均して債権金額の ₉₀％，売上債権を回収できているという
ことは，顧客Ｃとの契約に基づく対価の回収可能性が高いと判定する上での判断材料の１つと
なりうる（₂₁）。
　顧客Ｃとの契約に基づく対価全額の回収可能性が高いと判定できるのであれば，『企業会計
原則』の定める実現主義について，いずれの見解をとっても，また，収益認識会計基準を適用
しても，顧客Ｃとの契約に基づく収益を全額，企業会計上認識することができることになる。
この場合には，企業会計上の収益認識と法人税法における益金算入額との間には差が生じない
と考えられ，企業会計上の貸倒引当金繰入額が法人税上，損金に算入できるかどうかが問題と
なるにとどまる（₂₂）。
　他方，顧客Ｃの個別的事情を考慮し，顧客Ｃとの契約に基づく対価全額については回収可能
性が高いと判定できないというのであれば，（₂）の場合と同様，『企業会計原則』の下での実現
主義における「対価の成立」という要件には対価の回収可能性が高いことが黙示的に含まれて

（₂₁）  あずさ監査法人・前掲注（₉）７頁では，IFRS 第 ₁₅ 号の解説として，「小売業者が同質的なクラスの顧
客との取引について平均して請求金額の ₉₀％を回収する場合，当該クラスの顧客との契約について契
約金額の全額を回収する可能性が高いことの指標となり得る。したがって，契約のもとでの対価を回収
する可能性が高いという要件を満たす場合がある」との見解が示されている。

（₂₂）  なお，IFRS 第 ₁₅ 号との関係で，「小売業者が通常，個々の契約からそれぞれ概ね ₉₀％だけを回収する
場合，この小売業者は顧客に ₁₀％の価格譲歩を提供していることの兆候となる場合がある」（あずさ監
査法人・前掲注（₉）７頁）という指摘があり，かりに，甲株式会社が顧客に黙示的に価格譲歩を提供し
ている（値引きしている）のであれば，収益認識会計基準の下では，₁₀％部分は値引きとして収益とす
ることができないことになる（IFRS 第 ₁₅ 号の設例２及び設例３参照）。しかし，このような黙示の価
格譲歩（値引き）は，法人税基本通達 ₂‒₁‒₁ の ₁₁ の要件をみたさないため，法人税法上，益金に算入さ
れる額はこのような値引き（価格譲歩）を考慮に入れない金額となり，その差額に対応する金銭債権
（売掛金など）については令 ₉₉ 条が適用されることになる。
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いるという考え方による場合または収益認識会計基準を適用する場合には，対価（取引価格）
に対応する収益を認識することができないと企業会計上は解されるが，法人税法上は益金に算
入され，その差額に対応する金銭債権（売掛金など）については令 ₉₉ 条が適用されることに
なる。
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みなし譲渡所得課税の有無と税額計算の方法

横浜国立大学名誉教授・明治大学名誉教授　岩﨑 政明

事 例

１．（テーマ：法人への非上場株式の贈与・低額譲渡）
　Ｘは，非上場の株式会社Ａ社の代表取締役社長をしている。Ａ社は，法人税法２条 ₁₀ 号
に定める同族会社であり，発行済株式総数の ₈₀％をＸが，₁₀％を代表取締役副社長の配偶
者が，そして，₁₀％を専務取締役の長男が所有している。
　Ｘは，このままでは自己が死亡したときに配偶者及び長男の相続税の負担が重くなるこ
とを懸念して，自己の所有するＡ社株式 ₈₀％のすべてをＡ社に贈与するか，又は発行価額
により譲渡しようと考えている。その場合，Ｘとしては，当該株式についてどのような評
価方法により，いかなる納税義務を負うことになると考えられるか。
　また，Ｘが，上記贈与又は譲渡の際に，Ａ社からの借入金 ₃︐₀₀₀ 万円について，債務免
除を受けるとすれば，いかなる納税義務を負うことになると考えられるか。
２．（テーマ：限定承認による相続）
　Ｙは，店舗を借りて飲食店を経営している個人事業者であったが，令和７年８月１日に
交通事故被害にあって死亡した。Ｙは妻子と共に生活しているマンションを所有していた
が，相続人である妻子は，Ｙが事業に係る多額の借入金をしていたことから，税理士に相
談し，家庭裁判所に限定承認の申述をし，これが受理された。しかしながら，Ｙの遺産整
理に当たり，Ｙのスマートフォンのメモリにビットコイン等の暗号資産（仮想通貨）の口
座を発見したので，相続開始時における金額を計算したところ，予想外の値上がりがあっ
たため，結果的に，債務総額よりも遺産総額が上回ることとなった。
　相続人である妻子としては，各々の相続税の申告納付に加えて，Ｙの事業所得のほか，
Ｙ所有のマンションのキャピタルゲイン及び仮想通貨の売却益に係る所得についても準確
定申告をしなければならなくなるか（なお，飲食店の事業用資産たる食器，機器等の譲渡
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益等は検討から除外する。）。その場合，Ｙの所得税に係る準確定申告納付期限はいつにな
るか。
３．（テーマ：人格なき社団等への包括遺贈）
　Ｚは，独身で，両親も兄弟も亡くなっているので，自己が死亡したときには，所有する
住宅を含む全財産を，姪が代表を務める人格なき社団等の「子ども食堂普及会」に包括遺
贈しようと考えている。
　子ども食堂普及会がＺから包括遺贈を受けた場合には，Ｚの住宅に係るキャピタルゲイ
ンについて準確定申告による納税義務を負うことになるか。そのほか，どのような納税義
務を負うことになると考えられるか。

Ⅰ　問題の所在

　所得税法（以下「所税」という。なお，所得税法施行令については「所税令」，所得税法施行
規則については「所税規」，所得税基本通達については「所基通」という。）₅₉ 条１項は，いわ
ゆる「みなし譲渡所得」について，次のように規定する。
　「次に掲げる事由により居住者の有する……譲渡所得の基因となる資産の移転があった場合
には，その者の……譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については，その事由が生じた時
に，その時における価額に相当する金額により，これらの資産の譲渡があったものとみなす。
　１　贈与（法人に対するもの……に限る。）又は相続（限定承認に係るものに限る。）若しく
は遺贈（法人に対するもの……及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係るものに限る。）
　２　著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するものに限る。）」
　本稿では，法人に対する贈与・低額譲渡，限定承認により相続した不動産のキャピタルゲイ
ン及び人格なき社団等（「人格なき社団又は財団及び持分の定めのない法人」をいう。以下同
じ）に対する包括遺贈に相当する各事案を取り上げ，所税 ₅₉ 条１項等の関連法令の解釈適用
を検討する。
　事例１は，法人の発行済株式総数の ₈₀％を保有する個人が，当該保有株式のすべてを当該株
式発行法人に対して贈与した場合又は当該株式の発行価額により譲渡した場合に，当該個人は
みなし譲渡所得に係る納税義務を負うかどうかを検討するものである。論点としては，贈与者
である株主がいわゆる「中心的な同族株主」の場合，所税 ₅₉ 条１項１号所定のみなし譲渡課
税に当たって，譲渡された株式の価値の評価方法にどのような影響を及ぼすか，また当該株式
の受贈者が当該株式の発行法人である場合には贈与者にはみなし譲渡所得のほかに何らかの所
得が実現したものとして課税されることがあるか，ということがある。
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　事例２は，被相続人からの相続財産につき遺族が限定承認の申述をし，これが受理された後
になって，遺産総額が債務総額を上回ることが判明した場合，当該相続財産に含まれていた不
動産に係るみなし譲渡課税が行われることになるか，当該みなし譲渡所得の金額はどのように
計算されるか，当該相続財産に暗号資産が含まれていたときには何所得に係る金額の計算をす
べきことになるか，遺族としてはそれぞれの所得に係る準確定申告をどのように行うべきかと
いう各論点につき検討を加えるものである。
　そして，事例３は，個人がその全財産を人格なき社団等に包括遺贈した場合，受贈者である
人格なき社団等はどのような納税義務を負うことになるか，特定遺贈の場合とはどのような違
いがあるかという各論点につき検討を行うものである。

Ⅱ　法人への非上場株式の贈与・低額譲渡

１　非上場株式のみなし譲渡に係る評価方法
　個人が，法人に対して非上場株式を贈与・遺贈した場合（所税 ₅₉ 条１項１号）又は法人に
対して著しく低い対価の額により譲渡した場合（同項２号），当該個人は当該非上場株式を贈
与又は譲渡が生じた時における価額に相当する金額により資産の譲渡があったものとみなされ
て譲渡所得の金額が計算され，所得税が課税される。
　ここにいう「著しく低い対価の額」とは，「譲渡所得の基因となる資産の譲渡の時における
価額の２分の１に満たない金額」とされている（所税令 ₁₆₉ 条）。また，譲渡所得課税の基因と
なる資産の譲渡又は贈与が生じた時における価額の意義については，「贈与又は譲渡が生じた
時」に取得した対価の額を基準にして算定すべきであるとする，いわゆる譲渡益説（最判平成
₁₈ 年４月 ₂₀ 日訟月 ₅₃ 巻９号 ₂₆₉₂ 頁）と，当該時点において客観的に測定されるべき資産価
値の増加益を基準として算定すべきであるとする，いわゆる清算課税説（最判昭和 ₄₃ 年 ₁₀ 月
₃₁ 日集民 ₉₂ 号 ₇₉₇ 頁）との見解の相違があるところ（₁），近時の最判令和２年３月 ₂₄ 日訟月
₆₆ 巻 ₁₂ 号 ₁₉₂₅ 頁（いわゆるタキゲン株式低額譲渡事件）は（₂），上記最判昭和 ₄₃ 年 ₁₀ 月 ₃₁
日の清算課税説を引用したうえで，「資産の譲渡は課税の機会にすぎず，その時点において所
有者である譲渡人の下に生じている増加益に対して課税される」ことをいうと判示しているこ

 （₁）  譲渡所等課税の趣旨に関する最高裁判所の判断の揺らぎについては，佐藤英明『スタンダード所得税法
（第４版）』（弘文堂，₂₀₂₄ 年）₁₄₄‒₁₄₆ 頁を参照。

 （₂）  タキゲン株式低額譲渡事件については，当研究会の研究員による論稿として，佐藤英明「清算課税説を
再確認した最高裁判決—最高裁令和２年３月 ₂₄ 日第三小法廷判決と関連する論点について—」TKC税
研情報 ₂₉ 巻（₂₀₂₀ 年）４号１頁以下，渡辺徹也「取引相場のない株式の評価—財産評価基本通達に基
づく評価法および清算課税説の再検討—最高裁令和２年３月 ₂₄ 日判決［タキゲン事件］を中心に—」
税務事例研究 ₁₈₀ 号（₂₀₂₁ 年）₂₄ 頁以下があるほか，加藤友佳「判批」令和２年度重要判例解説（₂₀₂₁
年）₁₅₈‒₁₅₉ 頁など多数の評釈・論稿がある。
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とから，本稿においても清算課税説に基づき論を進めることにする。そうすると，譲渡所得の
基因となる資産の譲渡又は贈与があった時における価額すなわち時価は，個別の取引価額では
なく，不特定多数の独立当事者間の自由な取引において通常成立すると認められる価額をいう
と解されようが（₃），その具体的測定方法は税目や財産の種類によって異なる。
　相続又は贈与によって相続人又は受贈者（個人とする。以下同じ）が財産を取得した場合で
あれば，当該財産の評価額は財産評価基本通達における評価方法により算定されて，相続人又
は受贈者に対して相続税又は贈与税が課されるが，被相続人又は贈与者において当該財産を保
有していた期間に形成された増加益（正確にはキャピタルゲイン又はロス）は非課税所得とさ
れ（所税９条１項 ₁₇ 号），その代わり，相続人又は受贈者が当該財産を引き続き所有していた
ものとみなされ（所税 ₆₀ 条１項），当該財産の取得費も引き継がれる（所税 ₆₀ 条４項）。
　これに対して，個人がその財産を法人に対して贈与又は遺贈した場合には，当該財産を保有
していた期間の増加益に対して所得税を課する機会が失われることを防止するために，例外と
して，当該贈与又は遺贈の機会にみなし譲渡所得課税を行うこととされている。その場合には，
譲渡所得課税の趣旨に則し，譲渡対象となる財産の種類に応じて，譲渡する側の譲渡の態様に
即した判断が必要になる。
　事例１のように，個人が法人に対して贈与又は譲渡した株式の価額の評価の方法については，
所基通 ₅₉‒₆（株式等を贈与等した場合の「その時における価額」）がこれを定めている（₄）。
　すなわち，「法第 ₅₉ 条第１項の規定の適用に当たって，譲渡所得の基因となる資産が株式
（……）である場合の同項に規定する『その時における価額』は，₂₃～₃₅ 共‒₉ に準じて算定し
た価額による。この場合，₂₃～₃₅ 共‒₉ の（₄）ニに定める『１株又は１口当たりの純資産価額
等を参酌して通常取引されると認められる価額』については，原則として，次によることを条
件に，……『財産評価基本通達』（法令解釈通達）の ₁₇₈ から ₁₈₉‒₇ まで（取引相場のない株式
の評価）の例により算定した価額とする（……）。
　（₁）　財産評価基本通達 ₁₇₈，₁₈₈，₁₈₈‒₆，₁₈₉‒₂，₁₈₉‒₃ 及び ₁₈₉‒₄ 中『取得した株式』とあ
るのは『譲渡又は贈与した株式』と，同通達 ₁₈₅，₁₈₉‒₂，₁₈₉‒₃ 及び ₁₈₉‒₄ 中『株式の取得者』
とあるのは『株式を譲渡又は贈与した個人』と，同通達 ₁₈₈ 中『株式取得後』とあるのは『株
式の譲渡又は贈与直前』とそれぞれ読み替えるほか，読み替えた後の同通達 ₁₈₅ ただし書，
₁₈₉‒₂，₁₈₉‒₃ 又は ₁₈₉‒₄ において株式を譲渡又は贈与した個人とその同族関係者の有する議
決権の合計数が評価する会社の議決権総数の ₅₀％以下である場合に該当するかどうか及び読
み替えた後の同通達 ₁₈₈ の（₁）から（₄）までに定める株式に該当するかどうかは，株式の譲

 （₃）  金子宏『租税法（第 ₂₄ 版）』（弘文堂，₂₀₂₁ 年）₇₃₄ 頁。
 （₄）  通達の解説としては，鈴木憲太郎ほか共編『令和８年版所得税基本通達逐条解説』（大蔵財務協会，₂₀₂₆

年）₇₆₅‒₇₈₁ 頁参照。
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渡又は贈与直前の議決権の数により判定すること。
　（₂）　当該株式の価額につき財産評価基本通達 ₁₇₉ の例により算定する場合（……）において，
当該株式を譲渡又は贈与した個人が当該譲渡又は贈与直前に当該株式の発行会社にとって同通
達 ₁₈₈ の（₂）に定める『中心的な同族株主』に該当するときは，当該発行会社は常に同通達
₁₇₈ に定める『小会社』に該当するものとしてその例によること。〈（₃）及び（₄）は，省略：
岩﨑〉」
　上記柱書が引用する所基通 ₂₃～₃₅ 共‒₉ は，所税令 ₈₄ 条３項本文に規定する譲渡制限付き
株式の価額に係る評価方法を定めるものであるが，その内容を要約すると次のようになる。
　①評価対象となる株式（当該株式に係る旧株式を含む。）が金融商品取引所に上場されてい
る場合には，金融商品取引法 ₁₃₀ 条の規定により公表された最終の価格，
　②当該株式が金融商品取引所には上場されていなくとも，気配相場の価格がある場合には，
当該気配相場の価格，
　③これら以外の場合には，次の区分に応じて，それぞれ次に定める価額，
　イ　「売買実例のあるもの」については，最近において売買の行われたもののうち適正と認
められる価額，
　ロ　「公開途上にある株式で，当該株式の上場又は登録に際して株式の公募又は売出し（以
下この項において「公募等」という。）が行われるもの」については，金融商品取引所又は日本
証券業協会の内規によって行われるブックビルディング方式又は競争入札方式のいずれかの方
式により決定される公募等の価額等を参酌して通常取引されると認められる価額，
　ハ　「売買実例のないものでその株式の発行法人と事業の種類，規模，収益の状況等が類似
する他の法人株式の価額があるもの」については，当該価額に比準して推定した価額，
　ニ　「イからハまでに該当しないもの」については，権利行使日等又は権利行使日等に最も
近い日におけるその株式の発行法人の１株又は１口あたりの純資産価額等を参酌して通常取引
されると認められる価額。
　また，所基通 ₅₉‒₆（₂）の適用がある場合の株式の評価方法については，国税庁から次のよ
うな趣旨説明がなされている（令和２年９月 ₃₀ 日付け資産課税課情報第 ₂₂ 号）（₅）。
　すなわち，「本通達の（₂）は，譲渡等をした株式の『その時における価額』を財産評価基本
通達 ₁₇₉ の例により算定する場合において，譲渡等をした者が『中心的な同族株主』に該当す
るときの評価会社の株式については，同通達 ₁₇₉（₃）の『小会社』の算定方法である『純資産
価額方式』又は選択により『類似業種比準方式と純資産価額方式との併用方式』を用いること
を定めたものである。」（₆）この趣旨は，「『中心的な同族株主』とは，議決権割合が ₂₅％以上とな

 （₅）  https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/shotoku/joto-sanrin/₂₀₀₉₃₀/₂₀₀₉₃₀.pdf（₂₀₂₆/₃/₄ 最終閲
覧）
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る特殊関係グループに属する同族株主をいうところ〈財産評価基本通達 ₁₈₈（₂）を参照：岩﨑
注〉，評価会社が『中心的な同族株主』で支配されているような場合において，同族株主にとっ
てその会社の株式の価値は，その会社の純資産価額と切り離しては考えられないところではな
いかと考えられ，また，本通達の制定に先立って行われた取引相場のない株式の譲渡に関する
実態調査においても，持株割合が高い株主ほど純資産価額方式による評価額により取引されて
いる傾向があったことが確認されている。
　このため，『中心的な同族株主』の有する株式については，たとえその会社が大会社又は中
会社に該当する場合であっても，小会社と同様に『純資産価額方式』を原則とし，選択的に
『類似業種比準方式と純資産価額方式との併用方式』による算定方法によることとしている」
とされている（₇）。
　ただし，「類似業種比準価額」の計算については，財産評価基本通達 ₁₈₀ により，会社規模
（大会社，中会社，小会社）に応じた算定方法が定められており，規模に応じた「しんしゃく割
合」（₀．₇，₀．₆，₀．₅）を乗じて計算することとされているが，「本通達の（₂）において『中心的
な同族株主』の有する株式の価額を，評価会社が『常に〈小会社〉に該当するものとして』財
産評価基本通達 ₁₇₉ の例により算定することとした趣旨（……）と，類似業種比準価額を定め
る算式におけるしんしゃく割合を評価会社の規模に応じたしんしゃく割合としている趣旨
（……）は異なっており，本通達の（₂）において『中心的な同族株主』の有する株式の価額を，
評価会社が『常に〈小会社〉に該当するものとして』財産評価基本通達 ₁₇₉ の例による算定方
法を用いることとした趣旨からしても，本通達の（₂）は，財産評価基本通達 ₁₈₀ の類似業種比
準価額を算出する計算において類似業種の株価等に乗ずるしんしゃく割合まで小会社の『₀．₅』
とするものではない〈すなわち，適用されるしんしゃく割合は，評価会社の実際の会社規模に
応じたものとなる。：岩﨑注〉」（₈）とされている。

２　法人の自己株式取得に所税 59 条が適用される場合の課税取扱い
　事例１においては，株式発行法人の代表取締役社長が当該株式発行法人の発行済株式総数の
₈₀％を当該株式発行法人に贈与又は低額譲渡することが企図されている。これは，株式発行法
人においては，自己株式の取得に該当する。
　株式発行法人による自己株式の取得は，₂₀₀₁（平成 ₁₃）年 ₆月の商法改正による金庫株制度
の創設により可能とされた。これに伴う所得税法改正により，株式発行法人が行った自己株式

 （₆） 「中心的な同族株主」の判定に関する解説として，松本好正『事例と解説によるみなし譲渡所得課税の
実務』（大蔵財務協会，₂₀₂₅ 年）₂₈₆‒₂₈₇ 頁参照。

 （₇）  資産課税課情報通達・前掲注（₅）４頁。
 （₈）  資産課税課情報通達・前掲注（₅）５頁。
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の取得については，当該法人の株主等が当該法人の自己株式の取得により交付を受けた株式の
価額（法人税法２条 ₁₂ 号の ₁₅ に規定する適格現物分配に係る資産にあっては，当該法人のそ
の公布の直前の当該資産の帳簿価額に相当する金額）の合計額が当該法人の法人税法２条 ₁₆
号に規定する資本金等の額のうちその交付の基因となった当該法人の株式又は出資に対応する
部分の金額を超えるときは，その超える部分の金額に係る金銭その他の資産は，所税 ₂₄ 条１
項に規定する剰余金の配当，利益の配当，剰余金の分配又は金銭の分配とみなされ（いわゆる
「みなし配当」に係る所税 ₂₅ 条柱書及び同条１項５号），配当所得に係る所得税が課される。
このみなし配当所得に対しては，株式発行法人の側で所得税の源泉徴収納付が行われることに
なる。
　他方，個人が株式を当該株式発行法人に贈与又は著しく低い価額の対価により譲渡（譲渡所
得の基因となる資産の譲渡の時における価額の２分の１に満たない金額による譲渡をいう（所
税令 ₁₆₉ 条））をした場合の当該個人におけるみなし譲渡所得の課税の有無は，当該株式発行
法人が自己株式を取得したときの株式に相当する金額が著しく低い価額の対価であるかどうか
により判定される。したがって，当該株式発行法人が個人から株式の贈与を受けた場合には当
然に該当し，また，著しく低い価額の対価により譲渡された場合には，その譲渡の際に個人に
対して交付された金銭等のうち，当該株式発行法人の資本金の額に対応する部分については当
該個人は「みなし譲渡所得」課税を受け，「資本金等の額に対応する部分を超える金額」につい
ては当該個人は「みなし配当所得」課税を受けることになる（₉）。この自己株式の取得につき，
当該法人の株主等がみなし配当課税を受けた場合には，みなし譲渡収入金額の計算に当たって
は，贈与した株式等の時価からみなし配当に対応する金額を控除した金額とされる（₁₀）。

３　事例１の検討
　Ａ社は，法人税法２条 ₁₀ 号に定める非上場の同族会社であり，発行済株式総数の ₈₀％をＸ
が，₁₀％を代表取締役副社長の配偶者が，そして，₁₀％を専務取締役の長男が所有していると
されている。そこで，当該株式には売買実例がなく，また売買実例のある類似会社の取引価額
もないもの（所基通 ₂₃～₃₅ 共‒₉（₄）に該当）として検討を加えることにする。
　まず，ＸがＡ社の「中心的な同族株主」に該当するかどうかを検討する。「中心的な同族株
主」とは，財産評価基本通達 ₁₈₈（₂）によれば，「課税時期において同族株主の１人並びにそ
の株主の配偶者，直系血族，兄弟姉妹及び１親等の姻族（これらの者の同族関係者である会社
のうち，これらの者が有する議決権の合計数がその会社の議決権総数の ₂₅％以上である会社
を含む。）の有する議決権の合計数がその会社の議決権総数の ₂₅％以上である場合におけるそ

 （₉）  松本・前掲注（₆）₂₆₃ 頁。
（₁₀）  松本・前掲注（₆）₂₅₉‒₂₆₁ 頁。
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の株主をいう」とされている。それゆえ，Ｘは，Ａ社の「中心的な同族株主」に該当すること
は明らかである。
　そうすると，所基通 ₅₉‒₆（₂）により，株式を譲渡した個人が当該株式の発行会社の「中心
的な同族株主」である場合には，財産評価基本通達 ₁₇₉（₃）の「小会社」の算定方法である
「純資産価額方式」又は選択により「類似業種比準方式と純資産価額方式との併用方式」を用
いることとされている。ただし，後者の「類似業種比準方式と純資産価額方式との併用方式」
を選択した場合，類似業種比準方式における小会社の評価方法は一般的には類似業種の株価等
に乗ずるしんしゃく割合が ₀．₅ とされているが，前掲情報通達の趣旨説明に示されているよう
に，所税 ₅₉ 条のみなし譲渡所得の計算に当たっては，Ａ社の実際の規模に応じて，財産評価
基本通達 ₁₈₀ により，大会社であれば ₀．₇，中会社であれば ₀．₆，小会社であれば ₀．₅ を乗じて
計算することになる（₁₁）。
　Ｘは，自己の所有するＡ社株式 ₈₀％のすべてをＡ社に贈与するか，又は発行価額により譲渡
しようと考えているとされている。もし贈与した場合には，ＸはＡ社の資本金の額に対応する
部分については当該個人は「みなし譲渡所得」課税を受け，かつ「資本金等の額に対応する部
分を超える金額」については「みなし配当所得」課税（ただし，Ａ社による源泉徴収納付が行
われる。）を受けることになろう。これに対して，Ｘが所有する株式をＡ社にその発行価額に
より譲渡した場合には，当該譲渡の時点におけるＡ社株式の価値を「純資産価額方式」又は選
択により「類似業種比準方式と純資産価額方式との併用方式」を用いて計算したうえで，当該
価額が発行価額の２倍を超えていた場合には，発行価額による譲渡は「著しく低い対価の額」
による譲渡として，Ｘはみなし譲渡所得課税の適用を受けるほか，Ａ社の「資本金等の額に対
応する部分を超える金額」については「みなし配当所得」課税（ただし，Ａ社による源泉徴収
納付が行われる。）を受けることになろう。
　また，事例１の後段においては，Ｘが上記贈与又は譲渡の際にＡ社からの借入金 ₃︐₀₀₀ 万円
について債務免除を受けるとすれば，いかなる納税義務を負うことになるかが問われているが，
この場合には，Ｘは，贈与又は譲渡に係る株式を発行会社に債務免除額の ₃︐₀₀₀ 万円で有償譲
渡したのと同じことになるから，当該金額（贈与の場合には ₃︐₀₀₀ 万円を譲渡株式数で除した
金額，これに対して，発行価額による譲渡の場合には発行価額に ₃︐₀₀₀ 万円を譲渡株式数で除
した金額との合計額）が当該株式の評価額と比べて，「譲渡所得の基因となる資産の譲渡の時
における価額の２分の１に満たない金額」に該当すれば，上記の発行価額による低額譲渡の場
合と同じく，みなし譲渡所得課税及びみなし配当課税の納税義務を負うと考えられる。
　なお，以上の計算は所基通 ₅₉‒₆ に基づくものであるが，通達はあくまで行政規則であって

（₁₁）  松本・前掲注（₆）₂₈₈‒₂₉₀ 頁参照。
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法規のような法的拘束力を有するものではないから，この通達による画一的な計算方法により
株式の価額を評価することが「実質的な租税負担の公平に反するというべき事情がある場合」
には，租税行政庁は個別の評価（財産評価基本通達総則６項準拠）をして課税することもあろ
うし，他方，Ｘとしても所基通 ₅₉‒₆ による株式評価額が著しく高く，通達による画一的評価
をすることが実質的な租税負担の公平に反するというべき事情がある場合には，当該事情を具
体的に主張立証することにより，異なる評価方法により評価することが認められないわけでは
ないことに留意すべきであろう。このことは，不動産の評価について財産評価基本通達総則６
項により「この通達の定めによって評価することが著しく不適当と認められる」として個別の
評価を行ったことが平等適用原則に違反するかどうかについて争われた最判令和４年４月 ₁₉
日民集 ₇₆ 巻４号 ₄₁₁ 頁（札幌マンション購入事件）の判断基準に対応する。なお，同判決に係
る調査官解説によれば，「評価通達額と客観的な交換価値のかい離の程度を主張立証すること
には意味がない（主張自体失当）」（₁₂）と述べられているので，事例１のように株式の評価が問題
とされる場合には，当該評価法人の株価が一般的な大会社，中会社，小会社の区分とは異なる
特別の事情（又は通達の評価方法自体の一般的な合理性の欠如ないし通達の評価方法を評価法
人に当てはめることの合理性の欠如）があることを具体的に主張立証しなければならないとい
えよう。

Ⅲ　限定承認による相続

１　限定承認に係る遺産に居住用財産が含まれる場合のみなし譲渡所得課税
　相続が開始した場合，相続人は次の３つのうちのいずれかを選択することができる。①相続
人が被相続人の土地の所有権等の権利や借金等の義務をすべて受け継ぐ「単純承認」，②相続
人が被相続人の権利や義務を一切受け継がない「相続放棄」，又は③被相続人の債務がどの程
度あるか不明であり，財産が残る可能性もある場合等に，相続人が相続によって得た財産の限
度で被相続人の債務の負担を受け継ぐ「限定承認」のいずれかである。このうち，限定承認
（民法 ₉₂₂ 条）を選択する場合には，自己のために相続の開始があったことを知ったときから
３か月以内に，被相続人の最後の住所地の家庭裁判所に一定の書類を添付した申述書を提出し
なければならない（民法 ₉₂₄ 条）。
　相続人が限定承認をした場合，遺産総額よりも債務総額が多いときには，相続人は遺産総額
を超える部分の債務を承継せずに済むので有利であるが，逆に遺産総額よりも債務総額が少な
かった場合には，遺産に係る基礎控除を超える部分の金額について相続税が課されることに加

（₁₂）  山本拓「判解」曹時 ₇₅ 巻（₂₀₂₃ 年）₁₂ 号 ₁₈₉‒₁₉₀ 頁。
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えて，被相続人の負担すべき所得税等の額を含む一切の債務についても負担すべきことになる
ので，限定承認の申述をすべきか否かについては慎重な判断が必要となる（₁₃）。
　このうち，限定承認による相続により譲渡所得の基因となる資産の移転があった場合には，
所税 ₅₉ 条１項は，個人間の相続であっても，その事由が生じた時に，その時における価額に
相当する金額により資産の譲渡があったものとみなすと規定しているので，被相続人の所有資
産の価値の増加益についても譲渡所得があったものとして，相続人には譲渡所得に係る準確定
申告を行うべき義務が生ずることになる（所税 ₁₂₄ 条・₁₂₅ 条）。その場合，相続の開始があっ
たことを知った日の翌日から４か月以内に，各相続人等が連署により限定承認をした旨を記載
して被相続人の所得税に係る準確定申告書を提出し，かつ納付すべきことになる（なお，申告
期限については所税令 ₂₆₃ 条，所税規 ₄₉ 条。納期限については所税 ₁₂₉ 条）。
　限定承認によるみなし譲渡の場合，遺産に不動産が含まれるときには，当該不動産に係る譲
渡所得の計算に当たり，収入金額に相当する価額は，財産評価基本通達に定める不動産の評価
額ではなく，相続開始時における当該不動産の時価となることに留意する必要がある。
　また，当該不動産が居住用財産であったとしても，被相続人と生計を一にしていた配偶者や
直系血族のような「特別な関係がある者」に対するみなし譲渡の場合には，居住用財産を譲渡
した場合の ₃︐₀₀₀ 万円の特別控除の特例は適用されないこととなる（租税特別措置法 ₃₅ 条２項，
租税特別措置法施行令 ₂₀ 条の３第１項）（₁₄）。

２　暗号資産の値上がり益に係る所得区分
　暗号資産の取引に係る所得区分については，現時点では，法令の規定はなく，「暗号資産等
に関する税務上の取扱いについて（FAQ）」（平成 ₃₀ 年 ₁₁ 月，令和７年 ₁₂ 月最終改訂。以下
「暗号資産FAQ」という。）（₁₅）という情報通達により一定の指針が示されている（₁₆）。
　暗号資産FAQ ₂‒₂ によれば，「暗号資産取引により生じた損益は，邦貨又は外貨との相対的
な関係により認識される損益と認められますので，原則として，雑所得（その他雑所得）に区
分されます」（₁₇）とされている。
　ただし，その年の暗号資産取引に係る収入金額が ₃₀₀ 万円を超える場合で，暗号資産取引に
係る帳簿書類の保存があるときは原則として事業所得，他方，暗号資産に係る帳簿書類の保存

（₁₃）  松本・前掲注（₆）₃₄₂‒₃₄₃ 頁も参照。
（₁₄）  松本・前掲注（₆）₃₄₀ 頁。
（₁₅）  https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/virtual_currency_faq_₀₃.pdf（₂₀₂₆/₃/₄ 最終閲覧）
（₁₆）  ただし，₂₀₂₆（令和８）年度政府税制改正大綱（令和７年 ₁₂ 月 ₂₆ 日閣議決定）によれば，暗号資産

（仮想通貨）取引をめぐる税務上の取扱いについては，申告分離課税の対象となる譲渡所得として法令
を整備する旨が明記されているので（令和 ₁₀（₂₀₂₈）年施行予定），留意する必要がある。https://
www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy₂₀₂₆/₂₀₂₅₁₂₂₆taikou.pdf（₂₀₂₆/₃/₄ 最終閲覧）

（₁₇）  暗号資産 FAQ・前掲注（₁₅）₁₆ 頁。
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がないときは原則として雑所得（業務に係る雑所得）に区分されるとされている（₁₈）。
　なお，「暗号資産取引が事業所得等の基因となる行為に付随したものである場合」，例えば，
事業所得者が，事業用資産として暗号資産を保有し，棚卸資産等の購入の際の決済手段として
暗号資産を使用した場合は，事業所得に区分されると解されている。
　次に，暗号資産 FAQ ₂‒₃ によれば，暗号資産の必要経費となるものとして，その暗号資産
の譲渡原価，売却の際に支払った手数料その他の暗号資産の売却のため直接必要な支出である
と認められる部分の金額（例えば，インターネットやスマートフォン等の回線利用料，パソコ
ン等の購入費用のうち，暗号資産取引のために直接必要な支出と認められる金額）が掲げられ
ている（₁₉）。
　また，暗号資産 FAQ ₂‒₄ によれば，複数の暗号資産を所有する場合の譲渡原価については，
総平均法又は移動平均法によって計算するものとされている（₂₀）。
　なお，暗号資産 FAQ ₂‒₅ により，暗号資産の評価方法とされる総平均法又は移動平均法の
いずれを選択するかについては，初めて当該暗号資産を取得した年分の確定申告期限までに，
納税地の所轄税務署長に対し，「所得税の暗号資産の評価方法の届出書」により提出すること
が必要とされている（₂₁）。

３　事例２の検討
　Ｙの相続人である妻子としては，まず，Ｙの本来の事業所得の金額及びＹの暗号資産取引に
よる利得の金額が本来の事業に直接の関係をもっていた場合には本来の事業所得の金額に加算
して計算する必要がある。これに対して，Ｙの暗号資産取引による利得が本来の事業とは関係
のない私的取引であった場合には原則として雑所得（その他雑所得）の金額を計算する必要が
ある（Ｙの本来の事業所得に係る帳簿書類に暗号資産の記載がない場合には，私的取引とされ
るであろう。）。
　さらに，これらに加えて，居住用財産であるマンションについては，相続開始時における客
観的交換価値に基づく時価を計算のうえ，みなし譲渡所得の金額を計算する必要が生ずる。こ

（₁₈）  ある所得が事業所得と認められるか雑所得となるかの判定は，その所得を得るための活動が，社会通念
上事業と称するに至る程度で行っているかどうかによるのが原則とされるところ，所基通 ₃₅‒₂（注）は，
実務取扱いとして，「その所得に係る取引を記録した帳簿書類の保存がない場合（その所得に係る収入
金額が ₃₀₀ 万円を超え，かつ，事業所得と認められる事実がある場合を除く。）には，業務に係る雑所得
（資産（山林を除く。）の譲渡から生ずる所得については，譲渡所得又はその他雑所得）に該当すること
に留意する」と定めており，この基準が暗号資産の譲渡に係る所得区分の判定にも用いられているとい
うことができる。

（₁₉）  暗号資産 FAQ・前掲注（₁₅）₁₇ 頁。
（₂₀）  暗号資産 FAQ・前掲注（₁₅）₁₈‒₂₀ 頁。
（₂₁）  暗号資産 FAQ・前掲注（₁₅）₂₁ 頁。
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の際には，居住用財産であるとしても，前述したように ₃︐₀₀₀ 万円の特別控除の特例は適用さ
れないとされているので，通常の ₅₀ 万円の特別控除額しか控除することができないことにな
る。
　Ｙの妻子としては，各々の相続税の納税義務のほか，Ｙに係る事業所得の金額，暗号資産取
引に係る所得の金額及びみなし譲渡所得の金額を計算した所得税に係る準確定申告を相続開始
の日の翌日から４か月以内に所轄税務署長に提出すべき義務を負う（所税令 ₂₆₃ 条，所税規 ₄₉
条）。

Ⅳ　人格なき社団等への包括遺贈

１　包括遺贈と特定遺贈との違い
　所税 ₅₉ 条１項１号は，みなし譲渡所得課税の対象となる事由として，「遺贈（法人に対する
もの……及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係るものに限る。）」と規定する。
　遺贈は，無償の単独行為とされている点で，死因贈与（契約）とは区別され，また遺言によ
り行われる点で，要式行為とされている（₂₂）。
　遺言の種類としては，民法 ₉₆₄ 条は，「包括遺贈及び特定遺贈」の見出しのもとに，「遺言者
は，包括又は特定の名義で，その財産の全部又は一部を処分することができる」と規定してお
り，包括遺贈と特定遺贈との２種類を定めている。
　包括遺贈は（₂₃），遺産の全部又は一定の割合で示された部分を受遺者に与える処分のことをい
う。例えば，「自分の全財産をＰ（被相続人）に譲る」とか，「自分の財産の３分の１をＱ財団
に寄付する」などの遺言がこれに該当する。包括遺贈の対象となる財産は，被相続人に帰属す
る権利，義務及び財産の一切となる点で，個別の財産を特定してなされる特定遺贈とは異なる。
包括受遺者は，相続人と同一の権利義務を有するとされている（民法 ₉₉₀ 条）。それゆえ，包括
遺贈の効力発生と同時に（すなわち，遺贈者の死亡の時に），遺贈者の財産のすべてが受遺者
に移転する。包括受遺者は，相続人と同一とされているので，遺贈を放棄し，単純承認し，又
は限定承認することができる。包括受遺者は，被相続人の死亡の事実と自らが包括受遺者とさ
れていることを知った日から３か月以内に，いずれかの選択をし，家庭裁判所において申述し
なければならず（民法 ₉₁₅ 条１項），この期間を経過したときには，単純承認をしたものとみ
なされる（民法 ₉₂₁ 条柱書・２号）。
　なお，所税 ₅₉ 条１項１号括弧書きに規定する「個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係
るもの」については，限定承認は共同相続人の全員が共同してのみこれをすることができると

（₂₂）  潮見佳男『詳解相続法（第２版）』（弘文堂，₂₀₂₂ 年）₅₈₂ 頁。
（₂₃）  潮見・前掲注（₂₂）₅₈₄‒₅₈₅ 頁。
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されており（民法 ₉₂₃ 条），相続人のうち１人でも反対する人がいる場合には認められないので，
留意する必要がある。
　これに対して，特定遺贈は（₂₄），受遺者に与えられる目的物（特定の財産，種類物，権利等）
が特定された遺贈のことをいう。例えば，「自分の財産のうち ₁︐₀₀₀ 万円をＲに譲る」とか，
「自分の保有するＳ株式 ₁︐₀₀₀ 株をＴ株式会社に寄付する」などの遺言がこれに該当する。特
定遺贈は，遺言に記載された特定物（プラスの財産・権利）だけが受遺者に与えられる点で，
包括遺贈とは異なる。

２　法人に対する遺贈と人格なき社団等に対する遺贈との違い
　まず，法人に対し遺贈がなされた場合には，それが特定遺贈であれば，債務承継はしないの
で，被相続人たる法人は，みなし譲渡所得について準確定申告をすべき義務を負わないで済む。
他方，包括遺贈であれば，包括受遺者は被相続人の債務を含む一切の財産を承継するので，被
相続人の所得税に係る納税義務も負担することとなり，相続の開始を知った日の翌日から起算
して４か月以内に準確定申告をする必要がある（所税 ₁₂₄ 条）。また，上記いずれの場合にお
いても，受遺者である法人は，一定の財産を承継することになるので，その財産に係る受贈益
が認識され，法人税の計算につき，益金を計上する必要がある（₂₅）。
　これに対して，人格なき社団等に対し遺贈がなされた場合には，人格なき社団等は相続税法
上は個人とみなされるので（相続税法 ₆₆ 条１項），承継される財産（ただし，相続税法 ₁₂ 条及
び ₂₁ 条の３に規定する非課税財産を除く。）につき，特定遺贈であれ包括遺贈であれ相続税が
課されることになる。とはいえ，人格なき社団等は，所得税法上は法人とみなされる結果（所
税４条），包括遺贈については，贈与者においてみなし譲渡所得課税の適用があるので（所税
₅₉ 条１項１号）（₂₆），人格なき社団等としては当該みなし譲渡所得について準確定申告納付の義
務を負うことになる。
　他方，人格なき社団等は，法人税法上は法人とみなされて法人税法の適用を受けるので（法
人税法３条），収益事業から生じた所得については法人税の納税義務を負うことになるが，遺
贈により取得した財産は通常は収益事業には該当しないので非課税とされよう（法人税法６
条）（₂₇）。

（₂₄）  潮見・前掲注（₂₂）₅₈₃‒₅₈₄ 頁。
（₂₅）  松本・前掲注（₆）₄₅‒₄₆ 頁。
（₂₆） 「人格のない社団に対する資産の寄附とみなし譲渡課税」https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/joto/₀₈/ 

₀₂.htm（₂₀₂₆/₃/₄ 最終閲覧）
（₂₇）  松本・前掲注（₆）₄₆‒₄₇ 頁。
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３　事例３の検討
　Ｚは，その全財産を姪が代表を務める人格なき社団等の「子ども食堂普及会」に包括遺贈し
ようと考えているとのことであるが，その場合には，子ども食堂普及会はＺから包括遺贈を受
けた当該財産について相続税の納税義務を負うこととなる（相続税法 ₆₆ 条１項）。
　また，包括遺贈をするＺの側において，遺贈財産に含まれている不動産（住宅）のキャピタ
ルゲインについてみなし譲渡所得課税の適用があるところ，Ｚが死亡していることから，子ど
も食堂普及会の方が当該みなし譲渡所得について，準確定申告納付をする義務を負うことにな
る。
　他方，当該財産の遺贈を受けたことによる受贈益については，収益事業には該当しないであ
ろうから，子ども食堂普及会には法人税が課されることはないと解される。

Ⅴ　おわりに

　以上のように，まず事例１においては，法人の発行済株式の ₈₀％を保有する個人が，当該保
有株式のすべてを当該株式発行法人に対して贈与した場合又は当該株式の発行価額により低額
譲渡した場合に，当該株式発行法人は当該個人のみなし譲渡所得に係る準確定申告及び納付の
義務を負うかどうかを検討した。結論としては，贈与者としての個人が受贈者である株式発行
法人との関係で「中心的な同族株主」に該当する場合には，財産評価基本通達 ₁₇₉（₃）の「小
会社」の算定方法である「純資産価額方式」又は選択により「類似業種比準方式と純資産価額
方式との併用方式」により株式の価値が評価され，他方，発行価額による譲渡が上記株式の評
価額と比べて「著しく低い対価の額」による譲渡と認められる場合にも，それぞれみなし譲渡
所得課税の対象となること，また，受贈者である株式発行法人において自己株式の取得に該当
する場合においては，贈与者においてはみなし配当課税の対象ともなること（株式発行法人の
側においては所得税の源泉徴収義務もある。）等を述べた。
　次に，事例２においては，被相続人からの相続財産につき遺族が限定承認の申述をし，これ
が受理された後になって，遺産総額が債務総額を上回ることが判明した場合，遺族は当該相続
財産に含まれていた不動産に係るみなし譲渡課税を受けることになり，しかも当該みなし譲渡
所得の計算においては，一般の居住用財産に係る譲渡所得の計算よりも不利になることが明ら
かとなった。また，当該相続財産に暗号資産が含まれていたときには雑所得の対象となり，遺
族としてはそれぞれの所得に係る準確定申告を行うべきこととなること等を述べた。
　そして，事例３は，個人がその全財産を人格なき社団等に包括遺贈した場合には，人格なき
社団等は相続税法の規定により個人とみなされるので，相続税の納税義務を負うことになるが，
当該受贈財産については，収益事業から得たものではないので，法人税の納税義務はないこと
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等を述べた。
　これらのように，所税 ₅₉ 条１項１号・２号所定のみなし譲渡所得課税の対象となる事由は，
それぞれ個別に具体的に考えていくと，単に譲渡所得課税だけの問題にとどまらず，様々な課
税問題の基因となることがわかった。行動選択の際には，タックスプランニングが重要な意味
を持つと思われる。
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配偶者居住権の課税問題

税理士　関根 美男

事 例

設問１　父は，所有する ₂₀₀ ㎡の土地に ₁₅₀ ㎡の建物を建て，母と居住すると共に，建物
の一部 ₅₀ ㎡を貸家としていた。父の相続に伴い当該土地建物は私が相続することになっ
たが，母は当該建物に係る配偶者居住権（終身）を遺贈により取得した。なお，母は ₇₀ 歳
で，建物は木造築５年で相続税評価額は ₃︐₀₀₀ 万円，土地の相続税評価額は ₆︐₀₀₀ 万円で
ある。
　この場合，①配偶者居住権の価額，②配偶者居住権の敷地利用権の価額，③建物の価額，
④当該建物の敷地（所有権）の価額はどのようになるのか。なお，借地権割合６割とする。
設問２　父は，所有する ₂₀₀ ㎡の土地に ₁₅₀ ㎡の建物を建て，母と居住すると共に，建物
の一部 ₅₀ ㎡を貸家としていた。この敷地の持分割合は（父 ₃/₄，母 ₁/₄）で，居住用建物
の持分割合は（父 ₂/₃，母 ₁/₃）である。父の相続に伴い当該土地建物は私が相続すること
になったが，母は当該建物に係る配偶者居住権（終身）を遺贈により取得した。なお，母
は ₇₀ 歳で，建物は木造築５年で相続税評価額は ₃︐₀₀₀ 万円，土地の相続税評価額は ₆︐₀₀₀
万円である。この場合，①配偶者居住権の価額，②配偶者居住権の敷地利用権の価額，③
建物の価額，④当該建物の敷地（所有権）の価額はどのようになるのか。なお，借地権割
合６割とする。
設問３　父が亡くなり，土地建物は私が相続することになったが，母は当該建物に係る配
偶者居住権（終身）を遺贈により取得した。なお，母は ₇₀ 歳で，建物は木造築５年で相続
税評価額は ₃︐₀₀₀ 万円，土地の相続税評価額は ₆︐₀₀₀ 万円である。そして，５年後に合意
解除し対価の支払いがないまま配偶者居住権が消滅した。５年後の居住用木造建物築 ₁₀
年で相続税評価額は，₂︐₇₀₀ 万円（₃₀₀ 万円減）であり，その建物の敷地である土地の相続
税評価額は ₆︐₅₀₀ 万円（₅₀₀ 万円増）であった。この場合の課税はどのようになるか。
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設問４　父が亡くなり，土地建物は私が相続することになったが，母は当該建物に係る配
偶者居住権（終身）を遺贈により取得した。なお，母は ₇₀ 歳で，建物は木造築５年で相続
税評価額は ₃︐₀₀₀ 万円，土地の相続税評価額は ₆︐₀₀₀ 万円である。そして，５年後に合意
解除し適正対価の支払いが配偶者にあった。なお，５年後の居住用木造建物築 ₁₀ 年で相
続税評価額は，₂︐₇₀₀ 万円（₃₀₀ 万円減）であり，その建物の敷地である土地の相続税評価
額は ₆︐₅₀₀ 万円（₅₀₀ 万円増）であった。この場合の課税はどのようになるか。

Ⅰ　はじめに

　相続法は，昭和 ₅₅ 年の配偶者の法定相続分の引上げや寄与分制度の創設以来，約 ₄₀ 年間大
きな見直しがなかった。その間に我が国の平均寿命は延び，相続人の高齢化や少子化による相
続人の少数化は進展し，家族の介護の在り方も多様化した。こうした社会情勢の変化に対応す
るため，平成 ₃₀ 年に多岐にわたる相続法の改正が行われた。
　改正の主な骨子は以下のものであった。
第１　配偶者の居住権を保護するための方策
①配偶者居住権の新設（民 ₁₀₂₈～₁₀₃₆），②配偶者短期居住権の新設（民 ₁₀₃₇～₁₀₄₁）
第２　遺産分割等に関する見直し
①持戻し免除の意思表示推定規定（民 ₉₀₃ ④），②遺産分割前の預貯金の払戻し制度（民
₉₀₉ の２），
③遺産分割前に遺産に属する財産が処分された場合の遺産の範囲（民 ₉₀₆ の２）
第３　遺言制度に関する見直し
①自筆証書遺言の方式緩和（民 ₉₆₈），②遺言執行者の権限の明確化（民 ₁₀₀₇，₁₀₁₂～
₁₀₁₆）

第４　遺留分制度に関する見直し
①金銭債権化（民 ₁₀₄₂～₁₀₄₉）

第５　相続の効力等に関する見直し
①権利の承継に対抗要件を要求（民 ₈₉₉ の２）
第６　相続人以外の者の貢献を考慮するための方策
①特別寄与制度（民 ₁₀₅₀）

　このうち，配偶者居住権は，令和２年４月１日より施行されている。婚外子の法定相続分の
差別が憲法 ₁₄ 条１項に違反するとした平成 ₂₅ 年９月４日の最高裁の判決（₁）が，配偶者居住権
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創設に影響したと言われている（₂）。
　今回は，創設から５年以上経過した配偶者居住権について再考してみたい。

Ⅱ　相続法における配偶者居住権

　まず，相続法における配偶者居住権について確認してみよう。

１　短期配偶者居住権

　第 ₁₀₃₇ 条（₃）

配偶者は，被相続人の財産に属した建物に相続開始の時に無償で居住していた場合には，
一定の期間（※），居住建物取得者に対し，居住建物について無償で使用する権利（「配偶
者短期居住権」）を有する。
内縁の配偶者は保護されない。また，配偶者が生活の本拠としていた事実が必要。
（※）一定の期間とは以下のケースをいう。
①　配偶者が居住建物の遺産分割に関与するときは，居住建物の帰属が確定する日までの
期間（ただし，最低６か月間は保障＝転居等の準備期間のため）
②　居住建物が第三者に遺贈された場合や，配偶者が相続放棄をした場合には居住建物の
所有者からの消滅請求を受けてから６か月（起算時は，相続開始時ではなく消滅の申入れ
時（₄））

　なお，上記の短期配偶者居住権が創設される前から，配偶者の居住を保護する最高裁の判決
があった（₅）。しかし，「無償で使用させる旨の合意があったと推認」との制約があり，被相続人
が明確にこれと異なる意思（遺言等による反対の意思）を表示している場合は，保護されなか
った。
　今回の短期配偶者居住権の創設によって，被相続人の意思にかかわらず，配偶者の短期の居
住が保護されるようになった。
　この，短期配偶者居住権は，当該配偶者が相続を放棄した場合や相続分の指定により配偶者
の相続分がない場合も保護される。但し，配偶者が欠格事由に該当したり，廃除により相続人

 （₁）  民集 ₆₇ 巻６号 ₁₃₂₀ 頁。この判決後，問題となった民法 ₉₀₀ 条４号ただし書き前半部分「嫡出でない子
の相続分は，嫡出である子の相続分の二分の一とし」は削除された。

 （₂）  堂薗幹一郎「改正相続法の概要」信託 ₂₇₇ 号（₂₀₁₉ 年）₁₇₃～₁₇₄ 頁。
 （₃）  民法の条文は全て筆者がわかりやすくアレンジしている。
 （₄） 「相続開始時から６か月とすると，例えば何年か経過してから遺言が見つかったような場合には，相続

開始時から６か月が経過した時点以降は権原なく占有していたことになってしまい，不当利得返還請求
を受けるおそれがある。そこで，そのような不測の損害が出ないように，建物の所有者から請求を受け
てから６か月という形にした。」前掲注（₂）₁₇₅ 頁。

 （₅）  最判 H₈．₁₂．₁₇（民集 ₅₀ 巻 ₁₀ 号 ₂₇₇₈ 頁）。
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でなくなった場合は保護されない。
　また，配偶者は，当該居住建物取得者が上記期間内に第三者に譲渡した場合，その譲受人に
対抗することはできないが，債務不履行に基づく損害賠償請求をすることはできる（₆）。
　なお，この短期配偶者居住権は，一定期間，その居住していた建物を無償で使用できる権利
で，配偶者による配偶者居住権の取得で消滅する（民 ₁₀₃₉）。そこで，税務上の財産性が認め
られないとして，相続税の課税対象にはしていない（₇）。

２　配偶者居住権

第 ₁₀₂₈ 条（配偶者居住権）
被相続人の配偶者は，被相続人の財産に属した建物に相続開始の時に居住していた場合に
おいて，次の各号のいずれかに該当するときは，その居住していた建物の全部について無
償で使用及び収益をする権利（「配偶者居住権」）を取得する。
一　遺産の分割によって配偶者居住権を取得するものとされたとき。
二　配偶者居住権が遺贈の目的とされたとき。
ただし，被相続人が相続開始の時に居住建物を配偶者以外の者と共有していた場合にあっ
ては，この限りでない。
第 ₁₀₃₀ 条（配偶者居住権の存続期間）※存続期間の延長や更新は不可
配偶者居住権の存続期間は，配偶者の終身の間とする。ただし，遺産の分割の協議若しく
は遺言に別段の定めがあるとき，又は家庭裁判所が遺産の分割の審判において別段の定め
をしたときは，その定めるところによる（遺産分割協議不成立の場合は，家裁の審判によ
る）。※税法の評価においては平均余命を限度とする（相令５の７③二）。
第 ₁₀₃₁ 条（配偶者居住権の登記等）
居住建物の所有者は，配偶者に対し，配偶者居住権の設定の登記を備えさせる義務を負う。

　このように，配偶者居住権の成立要件として，㋐配偶者が相続開始の時に被相続人所有の建
物に居住していたこと（₈），㋑その建物について配偶者に配偶者居住権を取得させる旨の遺産分
割，遺贈又は死因贈与がされたことが必要である。但し，被相続人が第三者と居住建物を共有
していた場合は，配偶者居住権は設定できない（₉）。被相続人の子供も例外ではない。
　また，配偶者居住権は一身専属権で，配偶者の死亡で当然に消滅する（民 ₁₀₃₆ で ₅₉₇ ③を
準用している）。
　そして，第三者に対抗するためには登記が必要で，配偶者単独では申請できず，配偶者と建

 （₆）  前掲注（₂）₁₇₆ 頁。
 （₇）  財務省「令和元年度税制改正の解説」₄₉₅ 頁。
 （₈）  一時的な入院で退院後は居宅に戻る場合は良いが，既に老人ホームが生活の本拠の場合は要件を満たさ

ない。堂薗幹一郎「配偶者居住権創設の趣旨と権利の概要」税研 ₂₂₅ 号（₂₀₂₂ 年）₃₇ 頁。
 （₉） 「被相続人の死亡により他の共有持分権者の利益が不当に害されることを考慮したものである。」堂薗幹

一郎他編著『一問一答　新しい相続法』（商事法務，₂₀₁₉ 年）₁₇ 頁。
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物所有者が共同で申請する必要がある（₁₀）。
　配偶者居住権の登記を備えると，債権者が当該自宅を差し押さえ，競売して所有権が第三者
に移転しても，配偶者は，配偶者居住権に基づいて自宅に住み続けることができる（₁₁）。

３　外国における配偶者居住権と類似した制度
（1）ドイツの先位・後位相続制度
　ドイツには，先位相続人たる生存配偶者は相続財産の使用・収益権のみを有し，処分権は持
たないため，相続財産は他に処分されることなく後位相続人に相続されるという，先位・後位
相続制度がある。被相続人の子孫（血統）から相続財産が離脱するのを防ぎつつ，生存配偶者
の生活保障を図ろうとするもので，今回創設された我が国の配偶者居住権制度に似ている制度
である（₁₂）。
　何故なら，後妻の母に居住用の不動産を相続させるのではなく，配偶者居住権を相続させる
のであれば，配偶者居住権及び配偶者敷地利用権の設定された不動産を相続した先妻の子供は，
後妻の母の死後は，後妻の母の相続人に相続されることなく，一身専属権の配偶者居住権の消
滅により，利用制限の外れた自身の不動産になるからである。

（2）フランスの居住権
　フランスでは，法定夫婦財産制（後得財産共通制）のため生存配偶者は ₁/₂ を取得でき（₁₃），
これは元々相続財産に含まれず，残りの部分が相続の対象になる。そして，不動産の所有権を
利用権（₁₄）（使用権と果実収受権を併せ持つ）と残存権に分けることが民法上認められている。
配偶者の相続する利用権の価値は，配偶者の年齢によって所有権の ₁₀％から ₉₀％の９段階に
分けて評価する（₁₅）。我が国の税制上の配偶者居住権の評価が，配偶者の年齢による区分ではな

（₁₀）  家裁による審判等の場合は，配偶者単独で登記申請が可能である。
（₁₁）  大島一悟「配偶者居住権が債権者へ与える影響」阪経法論 ₈₆ 号（₂₀₂₂ 年）₁₈ 頁。
  　なお，この論文は，配偶者居住権の登記と抵当権の登記の後先問題についても詳しい。
（₁₂） 『各国の相続法制に関する調査研究業務報告書』（商事法務研究会，₂₀₁₄ 年）参照。
（₁₃）  夫婦の共通財産は，あくまで婚姻後に増加させた財産が対象になる。幡野弘樹他著『フランス夫婦財産

法』（有斐閣，₂₀₂₂ 年）４頁。
（₁₄）  中里教授は，「usufruit」を利用権と訳し（後掲注（₁₅）₁₅₇ 頁），幡野教授は用益権と訳し，処分権を有

しないとしている（前掲注（₁₃）５頁，₁₄₃ 頁）。また，平川教授は，配偶者居住権と用益権の類似点
（相続性がない）と相違点（居住に限定されない）を指摘している。平川英子「国際相続と相続税」税務
事例研究 ₁₇₇ 号（₂₀₂₀ 年）₅₃～₅₄ 頁。

（₁₅）  利用権が生涯利用権ではなく期限付きの場合は ₁₀ 年ごとに所有権の ₂₃％の価値とされる。中里実「フ
ランスにおける相続税と贈与税」『相続・贈与税制再編の新たな潮流』（日本住宅総合センター，₂₀₁₀
年）₁₇₂，₁₇₄ 頁。

  　なお，平川英子「フランスの相続税について」法学研究 ₉₈ 巻１号（₂₀₂₅ 年）₄₀₃ 頁にも同様の記載が
ある。
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く，配偶者の平均余命年数から建物の残存年数を求め，その数値を基に算定するのと少し異な
る評価方法である。

Ⅲ　配偶者居住権の設定時の税務上の評価

１　設定時の評価
　配偶者居住権は，譲渡不可のため市場価格がないので，相続税法 ₂₂ 条の時価によらず，法
定評価（相法 ₂₃ の２）としている。したがって，税務上は，評価通達での評価ではないため唯
一無二の評価額になる。

①配偶者居住権の評価
　建物の時価に，建物の残存耐用年数に占める配偶者居住権消滅時の残存耐用年数の割合
を乗じて算定した消滅時の建物価値に複利原価率を乗じて配偶者居住権設定時の建物所有
者の時価を割り戻し，これを，建物全体の価値から控除したものが配偶者居住権の時価に
なる（₁₆）。

②配偶者居住権の敷地権の評価
　土地の更地の時価（₁₇）に配偶者居住権の存続期間に応じた複利原価率を乗じて土地所有
者の配偶者居住権設定時の時価を算定し，これを，土地の更地価格から控除した額が，配
偶者居住権の敷地利用権になる。　

③一部貸家がある場合の評価
　建物の評価をまず自用部分と貸家部分に分け，自用部分にのみ配偶者居住権の計算をす
る。土地についても，居住部分のみ配偶者居住権の敷地利用権とその負担付敷地権に分け
て計算する。貸家部分については，別途，貸家建付地で評価する。
　これは，配偶者居住権を設定する前から被相続人が一部賃貸に供していた場合は，既存
の賃借人に配偶者は対抗できない（₁₈）ので，建物とその敷地を利用区分に分けて評価するこ

（₁₆）  残存耐用年数＝耐用年数－経過年数（６か月以上の端数は１年とし，６か月に満たない端数は切り捨て
る（相法 ₂₃ の２①二イ）。存続年数の端数も同様に考える（相令５の７③）。耐用年数は非事業用として
事業用の ₁．₅ 倍とする（相規 ₁₂ の２）。

（₁₇）  将来の時価変動が捨象されるが，その理由を国税庁は，「なお，将来時点における土地等の時価を評価
するのは不確実性を伴い困難な場合が多いと考えられること等から，時価変動を捨象し，相続開始時の
価額をそのまま配偶者居住権存続期間終了時の時価として用いて計算します。」と説明している。国税
庁「配偶者居住権等の評価に関する質疑応答事例」６頁。

（₁₈）  賃借人は，借地借家法で保護される。
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とになる。なお，一時的な空室も貸家部分とする。なお，貸家部分の賃料は，その建物を
相続した建物所有者に帰属する。

④生前に被相続人と配偶者が土地建物を共有していた場合の評価
　居住建物の敷地の持分割合と居住用建物の持分割合が異なる場合，配偶者居住権の敷地
利用権の価額は，持分割合の少ない割合を使用して算定する（相令５の７④二ロ）。

　なお，①から④の評価に当たって，遺産分割の協議又は審判により配偶者居住権が設定され
る場合には，配偶者居住権の効力が生じるのは相続開始時よりも後の時点であり，その時点を
起算点として配偶者居住権の存続年数を定める。そして，居住建物の経過年数についても，相
続開始時ではなく，配偶者居住権の設定時からの年数でカウントする（₁₉）。

Ⅳ　賃貸収入の帰属

１　相続前から一部貸家部分がある場合の賃貸収入の帰属
　配偶者居住権を設定する前から被相続人が一部賃貸に供していた場合は，既存の賃借人に配
偶者は対抗できないと，Ⅲ配偶者居住権の設定時の税務上の評価の③一部貸家がある場合の評
価の箇所で前述した。そうした一部貸家部分がある建物を相続した者は，当然にその賃貸人の
賃料を受領する権利を引き継ぐことになる。相続時点で一時的な空室の部分に賃借人が入居し
たり，相続前の賃借人が退室して新たな賃借人が入居した場合も，その賃料は建物を相続した
者に帰属する。建物の賃貸収入という果実は，本来建物所有者に帰属するものだからである。
また，相続時の貸家部分の評価の問題（配偶者居住権の評価が及ばない部分の評価方法）から
も頷ける解釈である。

２　居住建物の所有者の承諾を得て受領する賃貸収入の帰属
　配偶者居住権を設定した配偶者は，居住建物の所有者の承諾を得られれば，第三者に居住建
物の使用若しくは収益をさせることができる（民 ₁₀₃₂ ③）。したがって，使用させるに当たっ
て受領する賃料は配偶者に帰属することになる。こうして受領した賃料で生活費を補うことや
配偶者が負担しなければならない通常の維持費（民 ₁₀₃₄ ①：固定資産税，火災保険料等）の
捻出が可能になる。
　また，要介護認定を受け，あるいは，障害者支援認定を受け，配偶者居住権を設定した居宅
に住み続けることが困難になり，養護老人ホーム等に入所するに当たり，居住建物の所有者の

（₁₉）  建物や土地の時価は，相続開始時（相法 ₂₃ の２①の一②，③一）であり，建物の経過年数や配偶者の余
命年数は，設定時（相法 ₂₃ の２①の二・三，③二）である。
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承諾を得て，第三者に使用若しくは収益をさせて得た賃貸収入の帰属も配偶者に帰属すること
になる。受領した賃料で養護老人ホーム等でかかる費用を補うことができることになるが，あ
くまで居住建物の所有者との関係が良好でないと承諾が得られないことになり空室のままにな
るかもしれない。
　こうした解釈は，相続時の配偶者居住権の評価方法と相通じる（₂₀）ものになるからである。あ
くまで，配偶者居住権を設定された建物所有者や土地所有者は，配偶者居住権が存続する間は，
配偶者による無償の使用・収益を受忍しているものなので，建物所有者が賃料収入を受領する
ことは税務上あり得ないことになる。

３　従前居住の用に供していない部分
　配偶者による使用及び収益に関する規定について，民法は，配偶者の善管注意義務の箇所の
ただし書きで，「ただし，従前居住の用に供していなかった部分について，これを居住の用に
供することを妨げない」としている（民 ₁₀₃₂ ①）。これは，配偶者居住権の成立要件を満たし
た場合，「その居住していた建物（居住建物）の全部について無償で使用及び収益をする権利
（配偶者居住権）を取得する」の規定（民 ₁₀₂₈ ①）と符合する。したがって，未使用の部屋の
部分に，居住建物の所有者の承諾なしに，家族や家事使用人を住まわせることができることに
なる（₂₁）。これは，元々この部分も配偶者居住権の評価の対象だからである。
　ただし，配偶者居住権を設定する前から被相続人が一部を賃貸に供していた場合は，既存の
賃借人に配偶者は対抗できない（借地借家 ₃₁）ので，この部分に配偶者居住権は及ばず，建物
所有者の貸家部分として評価することになる。賃料は１で前述した通り，建物所有者に帰属し，
評価の問題ときちんと符合することになる。

Ⅴ　小規模特例対象宅地

　この小規模特例対象宅地等には，配偶者居住権は含まれないが，配偶者居住権に基づく敷地
利用権及び配偶者居住権の目的となっている建物等の敷地の用に供される宅地等は含まれる
（措通 ₆₉‒₄‒₁‒₂）。
　財務省は，相続法の改正に伴い相続税法を改正した時に「配偶者居住権に付随するその目的
となっている建物の敷地を利用する権利（敷地利用権）については，『土地の上に存する権利』
に該当するので，小規模宅地特例の対象となります。」としている（₂₂）。上記通達は，これに沿

（₂₀）  配偶者居住権設定時の状況に応じた評価を存続期間中に使用状況の変更があっても変えないという考え
方と相通じる。

（₂₁）  前掲注（₉）₂₄ 頁。
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ったものである。配偶者の居住を確保するための配偶者居住権であることを考えれば，配偶者
の敷地利用権の評価を下げて配偶者の居住を確保しやすくする趣旨は理解できる。
　特定居住用宅地等の小規模宅地等特例を受ける場合，配偶者居住権に基づく敷地利用権と配
偶者居住権の目的となっている建物等の敷地の用に供される宅地等を，以下の計算式でその面
積を按分することになる（措法 ₆₉ の４，措令 ₄₀ の２⑥）。

１　配偶者居住権に基づく敷地利用権の面積

　特例対象宅地等の面積　×　
当該敷地利用権の価額

当該敷地利用権の価額及び当該敷地の用
に供される宅地等の価額の合計額

２　当該敷地の用に供される宅地等の面積

　特例対象宅地等の面積　×　
当該敷地の用に供される宅地等の価額
当該敷地利用権の価額及び当該敷地の用
に供される宅地等の価額の合計額

　ただし，配偶者居住権の目的となっている建物等の敷地の用に供される宅地等については，
被相続人と別居している親族がその宅地を取得した場合は，その者に特定居住用宅地等の小規
模宅地等特例を適用することはできない。
　一方，被相続人の生計一親族が同居している場合において，当該生計一親族がその宅地等を
取得し，申告期限までの居住継続要件及び保有継続要件を満たしたときは，この小規模宅地等
の特例の適用が可能になる（措法 ₆₉ の４③ニハ）。

Ⅵ　配偶者居住権の消滅と課税

１　民法 1036 条による消滅と課税
（1）相続法の規定

第 ₁₀₃₆ 条：第 ₅₉₇ 条第１項（存続期間の満了）及び第３項（配偶者の死亡），第 ₆₀₀ 条
（損害賠償及び費用の償還の請求権についての期間の制限），第 ₆₁₃ 条（転貸の効果）並び
に第 ₆₁₆ 条の２（賃借物の全部滅失等による賃貸借の終了）の規定は，配偶者居住権につ
いて準用する。

　このように，配偶者居住権の期間を有期で設定している場合の期間満了（民 ₁₀₃₀ 但書），配
偶者居住権を設定した配偶者の死亡，配偶者居住権を設定した建物の火災等により全部滅失の

（₂₂）  前掲注（₇）₅₃₉ 頁。
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場合は，配偶者居住権は消滅する。

（2）税法の規定
　配偶者が民法 ₁₀₃₆ 条の事由になった場合は，配偶者居住権が（同時に敷地利用権も）消滅
する。「居住建物の所有者に対しては，民法の規定（₁₀₃₆ 条）により配偶者居住権が消滅する
ものであり，相続を原因として移転する財産ではないため，相続税の課税関係は生じない。こ
れについて，居住建物の所有者に対して，使用収益が可能となったことを利益と捉え，みなし
課税をするという考え方もありうるが，その負担は存続期間にわたって逓減するものであり，
配偶者の死亡時にまとまって解消されるのではないことを踏まえれば，課税の公平上問題があ
るとも言えない」ことからみなし課税をする必要がないとの立法担当官の考え方が明らかにさ
れている（₂₃）。
　したがって，相続税の配偶者控除により，一次相続での配偶者への相続税課税が減免される
場合（あるいは，配偶者居住権に対して実質的な相続税課税が発生しなくなる場合）には，二
次相続で配偶者居住権を対象とした相続税課税が行われないことで，一次・二次を通算しての
相続税負担が軽減されるという実質的な節税効果が期待できることになる。
　このことから，法務省が想定していた後妻と先妻の子供ではなく，仲の良い実子との親子間
で節税として配偶者居住権が利用されることがあり得るということになる。
　また，後妻と先妻の子供のケースで，後継ぎ遺贈型受益者連続信託を活用するよりも，相続
税の負担を軽減することができる点で配偶者居住権を利用するケースが増えることが予想され
る。
　何故なら，後継ぎ遺贈型受益者連続信託は，私法と租税の考え方が違うからである。
　信託法では，受益者の死亡の場合，常に委託者から新たな受益者に受益権が移る，つまり，
委託者から直接に受益権を取得するものと法律構成されている（信託 ₉₁）。
　これに対して，相続税法は，受益者等の存する信託について，適正な対価を負担せずに新た
に当該信託の受益者等が存するに至った場合には，当該受益者等が存するに至った時において，
当該信託の受益者等となる者は，当該信託に関する権利を当該信託の受益者等であった者から
贈与（当該受益者等であった者の死亡に基因して受益者等が存するに至った場合には，遺贈）
により取得したものとみなす（相法９の２②）と規定していて，信託した居住用財産そのもの
が常に総額課税の対象になるからである。

（₂₃）  前掲注（７）₅₀₄ 頁を一部加筆。
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（3）配偶者居住権が設定された状態で，建物所有者や土地所有者が先に死亡した場合
　建物所有者や土地所有者の相続開始時の固定資産税評価額（建物の場合）や路線価（土地の
場合）を基に，この時点で改めて配偶者居住権や敷地利用権が設定されたものとして，建物や
土地の相続税評価額を計算する（相基通 ₂₃ の ₂‒₆）。

２　配偶者居住権の期間途中での合意解除又は放棄等と課税
（1）相続法の規定

第 ₁₀₃₂ 条　配偶者は，従前の用法に従い，善良な管理者の注意をもって，居住建物の使
用及び収益をしなければならない。ただし，従前居住の用に供していなかった部分につい
て，これを居住の用に供することを妨げない。
２　配偶者居住権は，譲渡することができない。
３　配偶者は，居住建物の所有者の承諾を得なければ，居住建物の改築若しくは増築をし，
又は第三者に居住建物の使用若しくは収益をさせることができない。
４　配偶者が第一項又は前項の規定に違反した場合において，居住建物の所有者が相当の
期間を定めてその是正の催告をし，その期間内に是正がされないときは，居住建物の所有
者は，当該配偶者に対する意思表示によって配偶者居住権を消滅させることができる。

　民法 ₁₀₃₂ 条は，第４項において，配偶者居住権を消滅させることができる要件を示している。
また，配偶者居住権は，配偶者の取得時の居住は要件（民 ₁₀₂₈）だが，相続後の居住継続は要
件ではないため，配偶者居住権を設定後，居住建物の所有者の承諾を得て居住地を移動して第
三者に全て賃貸して賃貸収入を得ようとすることや，配偶者居住権を放棄することを条件に，
配偶者居住権を換価しようとすることが考えられる（₂₄）。

（2）税法の規定
　配偶者居住権を設定後，配偶者が要介護認定を受けて，配偶者居住権を設定した建物から老
人ホームに転居せざるを得なくなった場合（₂₅）は別として，他の私的理由で住居を移動すると，
相続法では，配偶者居住権は消滅しないが，税務上は，配偶者の居住を確保するために設けら
れた配偶者居住権を自ら放棄したこととみなし，課税問題が生じることになるだろう（₂₆）。そう
でなければ，配偶者の居住を確保するために設けられた制度を，無税で合理的な理由のない転

（₂₄）  前掲注（₉）₂₉ 頁。一方，同じ立法担当者は別の箇所で「法律上，所有権の内容は，「使用，収益及び処
分をする権利」とされています（民法 ₂₀₆ 条）。ここで，「使用」とは文字通り使うこと，「収益」とは他
人に貸して賃料収入を得ること，「処分」とは売却することなどを指していますが，配偶者居住権は，基
本的には，所有権のうちの「使用」の権限だけを与えたという構成になっています。」と「使用」のみと
の見解を述べている（前掲注（₂）₁₇₆ 頁）。つまり，任意条件での換価処分はあり得ないとの理解にな
ろう。
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居を認めることになり，配偶者死亡時の相続税の課税がないことを利用するためだけの租税回
避行為を認めることになるのではないだろうか。
　もちろん，合理的な理由がないまま配偶者居住権を放棄する場合だけでなく，上記の民法
₁₀₃₂ 条の第４項によって，配偶者居住権を設定した配偶者の善管注意義務違反や，居住建物所
有者の承諾なしに改築や増築，第三者への賃貸等に供して，居住建物所有者の是正勧告に応じ
ない場合には，法的に配偶者居住権を消滅させることができる。また，最終的に配偶者も合意
しての配偶者居住権の解除もあり得るだろう。
　以上のように，配偶者居住権の存続期間中に合意解除や放棄があると，以下のような課税が
生じることになる。

（3）合意解除や放棄に伴い，対価の受領がない場合の税法の扱い
　配偶者居住権が，被相続人から配偶者居住権を取得した配偶者と当該配偶者居住権の目的と
なっている建物の所有者との間の合意若しくは当該配偶者による配偶者居住権の放棄により消
滅した場合又は民法第 ₁₀₃₂ 条第４項（建物所有者による消滅の意思表示）の規定により消滅
した場合において，当該建物の所有者又は当該建物の敷地の用に供される土地（土地の上に存
する権利を含む）の建物等所有者（建物所有者や敷地等所有者）が，対価を支払わなかったと
き，又は著しく低い価額の対価を支払ったときは，原則として，当該建物等所有者が，その消
滅直前に，当該配偶者が有していた当該配偶者居住権の価額に相当する利益又は当該土地を当
該配偶者居住権に基づき使用する権利の価額に相当する利益に相当する金額（対価の支払があ
った場合には，その価額を控除した金額）を，当該配偶者から贈与によって取得したものとし
て取り扱うことになる（相基通 ₉‒₁₃ の２）。
①配偶者居住権の消滅時の評価額は以下の計算式で求める（相法 ₂₃ の２①）。
　配偶者居住権の消滅時の建物の時価（固定資産税評価額）＝Ａ

（₂₅）  ①介護保険法第 ₁₉ 条第１項に規定する要介護認定若しくは同条第２項に規定する要支援認定を受け又
は介護保険法施行規則第 ₁₄₀ 条の ₆₂ の４第２号に該当して次の㋐～㋒に掲げる住居又は施設に入居又
は入所するため。㋐老人福祉法第５条の２第６項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業が行わ
れる住居，同法第 ₂₀ 条の４に規定する養護老人ホーム，同法第 ₂₀ の５に規定する特別養護老人ホーム，
同法第 ₂₀ の６に規定する軽費老人ホーム又は同法第 ₂₉ 条第１項に規定する有料老人ホーム，㋑介護保
険法第８条第 ₂₈ 項に規定する介護老人保健施設又は同条第 ₂₉ 項に規定する介護医療院，㋒高齢者の居
住の安定確保に関する法律第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅（上記の有料老人ホー
ムを除く）。②障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 ₂₁ 条第１項に規定する
障害支援区分の認定を受けて同法第５条第 ₁₁ 項に規定する障害者支援施設（同条第 ₁₀ 項に規定する施
設入所支援が行われるものに限る）又は同条第 ₁₈ 項に規定する共同生活援助を行う住居に入所又は入
居するため。

（₂₆）  タックスアンサーNo ₃₃₀₇ の「空き家特例適用の居住要件」や，質疑応答事例「小規模宅地等の特例の
対象となる『被相続人等の居住の用に供されていた宅地等』の判定」の「特定居住用宅地の小規模宅地
特例適用の居住用要件」から，課税問題が生じると類推できる。
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　配偶者居住権の消滅時の建物の残存年数＝Ｂ
　配偶者居住権の消滅時の配偶者居住権の残存年数＝Ｃ
　配偶者居住権の消滅時の配偶者居住権の残存年数に応じた法定利率による複利原価率＝Ｄ
　　　Ａ－Ａ×　　　×Ｄ＝配偶者居住権の消滅時の評価額
②配偶者居住権の敷地利用権の消滅時の時価は以下の計算式で求める（相法 ₂₃ の２③）。
　敷地の配偶者居住権消滅時の時価（路線価）＝Ｅ
　配偶者居住権の消滅時の配偶者居住権の残存年数に応じた法定利率による複利原価率＝Ｄ
　　　Ｅ－Ｅ×Ｄ＝配偶者居住権の敷地利用権の消滅時の時価
　※ 敷地の場合に，配偶者居住権設定時の時価（路線価）を使用するのは，将来の時価変動が
捨象されているためと前述した。

　合意解除や放棄に伴い，対価の受領がない場合は，上記①で算定した金額が建物所有者に贈
与税課税され，上記②で算定した金額が敷地等所有者に贈与税課税される（相基通 ₉‒₁₃ の２）。

（4）合意解除や放棄に伴い，受領した対価の額が著しく低い場合の税法の扱い
　立ち退きの際の支払額が，その時点の配偶者居住権と敷地利用権の上記①及び②の法定評価
額に比して，著しく低い価額の対価の場合は，建物所有者と土地所有者にそれぞれ法定評価額
との差額に贈与税が課税される（相法７，相基通 ₉‒₁₃ の２）。
　この「著しく低い価額の対価」であるかどうかの判定基準は，法人に対して譲渡所得の基因
となる資産の移転があった場合に時価で譲渡があったものとみなされる「著しく低い価額の対
価」の額の基準である「資産の時価の２分の１に満たない金額」（所法 ₅₉ ①二，所令 ₁₆₉）と
は異なる判断となる（₂₇）。つまり，₁/₂ 以上であればみなし贈与課税がないということではない
ので注意が必要である。

（5）合意解除や放棄に伴い，適正な対価の受領があった場合の税法の扱い
①譲渡所得の扱い
　財務省の税制改正の解説では，「配偶者居住権の消滅につき対価の支払を受けた場合には，
その対価は，譲渡所得として所得税の課税対象となるべきものとされました。なお，配偶者居
住権が賃借権類似の法定債権の性質を有する点を踏まえれば，現行の賃借権の課税関係と同様
に，総合課税の譲渡所得として課税すべきものと考えられます。また，配偶者敷地利用権があ
くまで（建物に対する権利である）配偶者居住権に基づく敷地の使用権に過ぎない点を踏まえ
れば，配偶者敷地利用権の消滅に伴う譲渡所得の金額の計算についても，配偶者居住権と同様

ʙ ︲ Ｃ
ʙ

（₂₇）  国税庁タックスアンサーNo ₄₄₂₃。
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の内容で課税すべきものと考えられます。」と述べている（₂₈）。
　このように，適正な対価を受領した場合は，その配偶者居住権を設定していた者に，総合課
税の譲渡所得課税が課されることになる（所法 ₃₃，措法 ₃₁）としている。
　なお，配偶者居住権の譲渡には，居住用財産の軽減税率や特別控除の適用はない。何故なら，
これらの条文の規定が，「個人が有する土地等又は建物等」となっていて，賃借権類似の法定
債権や敷地利用権が対象に含まれていないからである（措法 ₃₁ の３①，₃₅ ①，₃₁ ①）。
　しかし，配偶者居住権の敷地利用権については，前述したように「『土地の上に存する権利』
に該当するので，小規模宅地特例の対象となります。」と同様の財務省が異なる見解を述べて
いた。１年の間でどうしてこのように判断が変わったのであろうか（₂₉）。
　ところで，収用の場合は，配偶者居住権も補償の対象になり（土地収用法 ₈₈ の２，土地収用
法第 ₈₈ 条の２の細目等を定める政令 ₂₅ の２），収用等の場合の譲渡所得の特例の適用を受け
ることができると規定している（措法 ₃₃ ④，₃₃ の２①一，₃₃ の４①）。つまり，配偶者居住権
や敷地利用権が，建物所有者の権利や土地所有者の権利と合理的に按分されて，対価補償の対
象となるということである。配偶者の居住する権利を収用によって奪うことになる代償として，
収用による譲渡所得の特例を認めたのであろう。いや，そもそも分離課税の対象となる建物等
や土地等に包含される権利と認めたからではないだろうか。
　上記の合意解除や放棄により配偶者居住権やその敷地利用権が譲渡される場合は，収用の場
合と異なり，建物所有者の権利や土地所有者の権利とは切り離されて，配偶者居住権や敷地利
用権が譲渡されたという点である。このことによって，分離課税の対象ではなく総合課税の対
象としたのであろうか。しかし，配偶者居住権や敷地利用権の設定時の評価の箇所で前述した
ように，建物や土地の全体の評価を，配偶者と所有者とで分け合っていたのに，切り離して譲
渡した途端に，分離課税の対象部分と総合課税の対象部分に分かれてしまうのは不自然ではな
いだろうか。この疑問は，取得費を検討したうえで最後の結びの箇所で再考する。

②配偶者居住権と敷地利用権の譲渡に対する取得費の扱い
　相続又は遺贈により配偶者居住権を取得した場合は，配偶者居住権が設定された時（所基通
₆₀‒₄）において，その時に当該配偶者居住権の目的となっている建物を譲渡したとしたならば
当該建物の取得費の額として計算される金額のうちその時における配偶者居住権の価額に相当
する金額に対応する部分の金額として計算した金額により当該配偶者居住権を取得したものと

（₂₈）  財務省「令和２年度税制改正の解説」₉₄ 頁。
（₂₉） 「適用場面によって違うことは，分かりにくくはあるが，それぞれの解釈については適正なものであろ

う。」と述べた論文がある。藤山直樹『民法（相続法）改正に伴う相続税・贈与税の課税関係の考察』税
大論叢 ₁₀₅ 号（₂₀₂₂ 年）₃₄₆～₃₄₇ 頁。
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し，当該金額から当該配偶者居住権の存続する期間を基礎として計算した金額を控除した金額
をもって当該配偶者居住権の取得費（所法 ₃₈ ①）とすると規定している（所法 ₆₀ ③一，所令
₁₆₉ の２①②）。
　そして，配偶者居住権の敷地利用権についても，相続又は遺贈により当該権利を取得した時
において，その時に当該土地を譲渡したとしたならば当該土地の取得費の額として計算される
金額のうちその時における当該権利の価額に相当する金額に対応する部分の金額として計算し
た金額により当該権利を取得したものとし，当該金額から当該配偶者居住権の存続する期間を
基礎として計算した金額を控除した金額をもつて当該権利の取得費（所法 ₃₈ ①）とすると規
定している（所法 ₆₀ ③二，所令 ₁₆₉ の２③④）。
　これらの規定により，被相続人の取得費を引き継ぎ，建物所有者や土地所有者とその取得費
を分け合うことがわかる。
　また，取得時期についても，「その者が引き続きこれを所有していたものとみなす（所法 ₆₀
①）」との規定により，被相続人の取得時期を引き継ぐことがわかる。
　つまり，建物に関しては，相続時の減価償却後の取得費を，配偶者居住権設定時の建物全体
の評価額に占める配偶者居住権の評価額の割合で按分したうえで，その按分後の金額から更に，
合意解除するまでの期間の減価償却費を控除して求めることになる（所法 ₃₈ ②二，所令 ₈₅）。
　土地の取得費に関しては，配偶者居住権設定時の土地の更地価格に占める敷地利用権の評価
額の割合で，被相続人の土地の取得価額を按分して求めることになる。
　そして，長期譲渡か短期譲渡かは，被相続人の取得時期から合意解除や放棄までの期間で判
断することになる（所令 ₈₂ ①二三）。

③ 配偶者居住権等の消滅につき対価を支払わなかった場合と支払った場合における当該建物又
は当該土地の取得費の扱い
　㋐相続又は遺贈により配偶者居住権の目的となっている建物又は当該建物の敷地の用に供さ
れる土地を取得した居住者が，配偶者居住権等の消滅につき対価を支払わなかった場合におい
ては，その消滅後にその居住者が当該建物又は当該土地を譲渡したときにおける当該建物又は
当該土地の取得費は，当該配偶者居住権の設定に係る相続又は遺贈の時から配偶者居住権が設
定されていなかったものとした場合において計算される取得費の額となる（所基通 ₆₀‒₈）。
　㋑相続又は遺贈により配偶者居住権の目的となっている建物又は当該建物の敷地の用に供さ
れる土地を取得した居住者が，対価を支払って配偶者居住権等を消滅させた後に，当該建物又
は当該土地を譲渡した場合における当該消滅の対価の額については，当該対価の額を取得費に
含めることになる（所令 ₁₆₉ の２⑤二，⑥二）。
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Ⅶ　事例検討

１　設問１
　配偶者居住権を設定する前から被相続人が一部賃貸に供していた場合は，既存の賃借人に配
偶者は対抗できないので，建物とその敷地を利用区分に分けて評価することになる。つまり，
建物の評価をまず自用部分と貸家部分に分け，自用部分にのみ配偶者居住権の計算をする。土
地についても，居住部分のみ配偶者居住権の敷地利用権とその負担付敷地に分けて計算する。
　配偶者居住権等の評価明細書（最新のものを使用）裏面の参考１～３を参照すると以下のよ
うになる。なお，参考２の完全生命表は令和４年３月２日付のもので，厚生労働省は５年ごと
に見直しをする。また，参考３の法定利率３％の複利原価表は，令和５年４月１日から令和８
年３月 ₃₁ 日までの法定利率だが，３年ごとに見直しなので，変動の可能性もあるため法務省
のHPで確認する必要がある（₃₀）。
　住宅用木造建物の耐用年数は，₂₂ 年× ₁．₅ ＝ ₃₃ 年（参考１より）
　₇₀ 歳（満年齢）女性の平均余命は，₂₀ 年（存続年数）（参考２より）
　₂₀ 年の存続年数の法定利率３％の複利現価率は，₀．₅₅₄（参考３より）
居住建物の時価　₃︐₀₀₀ 万円× ₁₀₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡＝ ₂︐₀₀₀ 万円
貸家の時価　　（₃︐₀₀₀ － ₂︐₀₀₀）× ₀．₇ ＝ ₇₀₀ 万円←（イ）
　①配偶者居住権の価額
　　₂︐₀₀₀ 万円×《〔（₃₃ －５）－ ₂₀〕÷（₃₃ －５）》× ₀．₅₅₄ ＝ ₃︐₁₆₅︐₇₁₄ 円←（ロ）
　　₂︐₀₀₀ 万円－ ₃︐₁₆₅︐₇₁₄ ＝ ₁₆︐₈₃₄︐₂₈₆ 円
　②配偶者居住権の敷地利用権の価額
　　　（₆︐₀₀₀ 万円× ₁₀₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡）－（₆︐₀₀₀ 万円× ₁₀₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡）× ₀．₅₅₄ ＝ ₁₇︐₈₄₀︐₀₀₀ 円
　③建物所有者の建物の価額
　　　（イ）＋（ロ）＝ ₇︐₀₀₀︐₀₀₀ ＋ ₃︐₁₆₅︐₇₁₄ ＝ ₁₀︐₁₆₅︐₇₁₄ 円
　④建物の敷地（所有権）の価額
　　　居住部分　（₆︐₀₀₀ 万円× ₁₀₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡）－ ₁₇︐₈₄₀︐₀₀₀ ＝ ₂₂︐₁₆₀︐₀₀₀ 円
　　　貸家建付地（₆︐₀₀₀ 万円× ₅₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡）×（１－ ₀．₆ × ₀．₃）＝ ₁₆︐₄₀₀︐₀₀₀ 円
　　　　　合計　　　₂₂︐₁₆₀︐₀₀₀ ＋ ₁₆︐₄₀₀︐₀₀₀ ＝ ₃₈︐₅₆₀︐₀₀₀ 円　　　　　　　
　　なお，配偶者の敷地利用権については，₂₀₀ ㎡×（₁₀₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡）＝ ₁₃₃ ㎡
　　  　₁₃₃ ㎡×（₁︐₇₈₄ 万円÷ ₄︐₀₀₀ 万円）＝ ₅₉．₃₁ ㎡が特定居住用宅地等の小規模宅地等特例の

（₃₀）  令和８年４月１日から令和 ₁₁ 年３月 ₃₁ 日までの法定利率は年３％のまま変動しないことになった。



- 47 -

資 産 税

対象になる。
　  　敷地所有者の場合は，被相続人と同居していて，申告期限までの居住継続要件及び保有継
続要件を満たした場合は，配偶者と同様に ₇₃．₆₉ ㎡（₁₃₃ － ₅₉．₃₁）の特例の適用が可能にな
る。

２　設問２
　被相続人と配偶者の居住建物の敷地の持分割合と居住用建物の持分割合が異なる場合，配偶
者居住権の敷地利用権の価額は，持分割合の少ない割合を使用して算定する必要がある。
　配偶者居住権の評価は，被相続人の持分 ₂/₃ を使用して計算する。
　①配偶者居住権の評価
　　居住部分の建物の時価 ₃︐₀₀₀ 万円× ₁₀₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡＝ ₂︐₀₀₀ 万円
　　被相続人の持分 ₂/₃ なので，₂︐₀₀₀ 万円× ₂/₃ ＝ ₁₃︐₃₃₃︐₃₃₃ 円（円未満切捨て）
　　₁₃︐₃₃₃︐₃₃₃ ×《〔（₃₃ － ₅）－ ₂₀〕÷（₃₃ － ₅）》× ₀．₅₅₄ ＝ ₂︐₁₁₀︐₄₇₆ 円（円未満四捨五入）←（イ）
　　₁₃︐₃₃₃︐₃₃₃ － ₂︐₁₁₀︐₄₇₆ ＝ ₁₁︐₂₂₂︐₈₅₇ 円
　②子の持分 ₂/₃ の建物評価
　　₃︐₀₀₀ 万円× ₅₀ ㎡÷ ₁₅₀ ㎡× ₀．₇ × ₂/₃ ＝ ₄︐₆₆₆︐₆₆₆ 円（円未満切捨て）←（ロ）貸家部分
　　（イ）＋（ロ）＝ ₆︐₇₇₇︐₁₄₂ 円
　　敷地利用権の評価の場合は，持分割合の少ない割合を使用する。
　　₂/₃ ＜ ₃/₄　→　∴敷地の持分割合ではなく，建物の ₂/₃ の持分割合を使用して計算する。
　③配偶者居住権の敷地利用権の価格は，
　　₆︐₀₀₀ 万円× ₁₀₀ ㎡/₁₅₀ ㎡× ₂/₃ ＝ ₂₆︐₆₆₆︐₆₆₇ 円（円未満四捨五入）
　　₂₆︐₆₆₆︐₆₆₇ － ₂₆︐₆₆₆︐₆₆₇ × ₀．₅₅₄ ＝ ₁₁︐₈₉₃︐₃₃₃ 円（円未満四捨五入）
　　ちなみに，敷地の持分割合で計算すると，₆︐₀₀₀ 万円× ₁₀₀/₁₅₀ × ₃/₄ ＝ ₃₀︐₀₀₀︐₀₀₀
　　₃₀︐₀₀₀︐₀₀₀ － ₃₀︐₀₀₀︐₀₀₀ × ₀．₅₅₄ ＝ ₁₃︐₃₈₀︐₀₀₀　となり，₁︐₄₈₆︐₆₆₇ 円だけ少なくなる。
　④子の持分 ₃/₄ の土地の評価
　　₆₀︐₀₀₀︐₀₀₀ × ₁₀₀/₁₅₀ ＝ ₄₀︐₀₀₀︐₀₀₀　←（イ）
　　（₆₀︐₀₀₀︐₀₀₀ － ₄₀︐₀₀₀︐₀₀₀）×（１－ ₀．₆ × ₀．₃）＝ ₁₆︐₄₀₀︐₀₀₀　←（ロ）
　　　合計　（イ）＋（ロ）＝ ₅︐₆₄₀ 万円
　　子の持分は ₃/₄ なので ₅︐₆₄₀ 万円× ₃/₄ － ₁₁︐₈₉₃︐₃₃₃ ＝ ₃₀︐₄₀₆︐₆₆₇ 円

３　設問３
　５年後の合意解除の時点で，居住用木造建物築 ₁₀ 年で相続税評価額は，₂︐₇₀₀ 万円（₃₀₀ 万
円減）で，その建物の敷地である土地の相続税評価額は ₆︐₅₀₀ 万円（₅₀₀ 万円増）で，配偶者



- 48 -

資 産 税

居住権（終身）を取得していた母は，₇₀ から ₇₅ 歳になった。
　そして，対価の支払いがないまま合意解除したので，建物・土地所有者に以下のような贈与
税が課税されることになる。
　住宅用木造建物の耐用年数は ₂₂ 年→× ₁．₅ ＝ ₃₃ 年（設定時と同じ）
　₇₅ 歳女性の平均余命は，₁₆ 年（存続年数）
　₁₆ 年の存続年数の法定利率３％の複利現価率は，₀．₆₂₃
　①配偶者居住権の価額
　　  ₂︐₇₀₀ 万円×〔｛（₃₃ 年－ ₁₀ 年）－ ₁₆ 年｝÷（₃₃ 年－ ₁₀ 年）〕× ₀．₆₂₃ ＝ ₅︐₁₁₉︐₄₃₅ 円（円未満

四捨五入）

　　₂︐₇₀₀ 万円－ ₅︐₁₁₉︐₄₃₅ 円＝ ₂₁︐₈₈₀︐₅₆₅ 円
　②配偶者居住権の敷地利用権の価額
　　₆︐₅₀₀ 万円－ ₆︐₅₀₀ 万円× ₀．₆₂₃ ＝ ₂₄︐₅₀₅︐₀₀₀ 円
　  　建物・土地の所有者は，₄₆︐₃₈₅︐₅₆₅ 円（＝①＋②）の贈与を配偶者から受けたとして課税
される。

４　設問４
　まず，配偶者居住権の設定時の，配偶者居住権と敷地権の評価をする。
　₃︐₀₀₀ 万円×〔｛（₃₃年－５年）－ ₂₀年｝÷（₃₃ 年－５年）〕× ₀．₅₅₄ ＝ ₄︐₇₄₈︐₅₇₁ 円（円未満四捨五入）
　₃︐₀₀₀ 万円－ ₄︐₇₄₈︐₅₇₁ 円＝ ₂₅︐₂₅₁︐₄₂₉ 円←配偶者居住権の価額
　₆︐₀₀₀ 万円－ ₆︐₀₀₀ 万円× ₀．₅₅₄ ＝ ₂₆︐₇₆₀︐₀₀₀ 円←配偶者居住権の敷地利用権の価額
　５年後の合意解除の時点で，居住用木造建物築 ₁₀ 年で相続税評価額は，₂︐₇₀₀ 万円（₃₀₀ 万
円減）で，その建物の敷地である土地の相続税評価額は ₆︐₅₀₀ 万円（₅₀₀ 万円増）で，配偶者
居住権（終身）を取得していた母は，₇₀ から ₇₅ 歳になった。
　そして，合意解除時に適正対価の支払いがあったので，受領した配偶者に譲渡所得課税が課
される。なお，適正対価を設問３の贈与額から ₄︐₅₀₀ 万円とする。
　更に，被相続人の建物の取得費を ₅︐₀₀₀ 万円，土地の取得費が ₁︐₀₀₀ 万円との条件を加えて
配偶者の取得費を以下に計算する。
　①建物の取得費
　　木造建物の耐用年数 ₃₃ 年の減価償却率 ₀．₀₃₁ なので，
　　₅₀︐₀₀₀︐₀₀₀ × ₀．₉ × ₀．₀₃₁ ×５年＝ ₆︐₉₇₅︐₀₀₀ 円（相続までの減価）　　
　　配偶者居住権設定時の建物（配偶者居住権）の取得費
　　（₅₀︐₀₀₀︐₀₀₀ － ₆︐₉₇₅︐₀₀₀）× ₂₅︐₂₅₁︐₄₂₉ ÷ ₃₀︐₀₀₀︐₀₀₀ ＝ ₃₆︐₂₁₄︐₇₅₇ 円
　　５年経過後の建物（配偶者居住権）の取得費
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　　₃₆︐₂₁₄︐₇₅₇ － ₃₆︐₂₁₄︐₇₅₇ × ₀．₉ × ₀．₀₃₁ ×５年＝ ₃₁︐₁₆₂︐₇₉₉ 円
　②配偶者居住権の敷地利用権の取得費
　　₁₀︐₀₀₀︐₀₀₀ × ₂₆︐₇₆₀︐₀₀₀ ÷ ₆₀︐₀₀₀︐₀₀₀ ＝ ₄︐₄₆₀︐₀₀₀ 円
　　※配偶者居住権の登記費用は上記計算上無視する。
　　配偶者の総合課税の長期譲渡所得の金額は以下になる。
　　₄₅︐₀₀₀︐₀₀₀ －（₃₁︐₁₆₂︐₇₉₉ ＋ ₄︐₄₆₀︐₀₀₀）－ ₅₀₀︐₀₀₀ ＝ ₈︐₈₇₇︐₂₀₁ 円→× ₁/₂ ＝ ₄︐₄₃₈︐₆₀₀ 円

Ⅷ　結びにかえて

　配偶者居住権や敷地利用権は，遺贈や遺産分割協議でその居住用財産に設定されたものであ
るので相続税の対象にしている。そのため，建物所有者や土地所有者とともに，被相続人の取
得費を分け合い，取得時期を引き継ぐとしているが，それは頷ける。そうすると，被相続人の
譲渡益（キャピタルゲイン）も互いに分け合い引き継いでいるわけで，配偶者居住権やその敷
地利用権に譲渡所得課税されるときに，分離課税とせずにこの部分を総合課税すると，被相続
人の不動産に含まれていた譲渡益に対する課税方法が，その時点で変容してしまうことになる。
　上記Ⅵ ₂（₅）の③㋑で前述したように，建物所有者や土地所有者が配偶者居住権等の消滅
時に支払った対価は，配偶者居住権設定者と間で按分された被相続人の取得費に加算されるこ
とになるが，これは，被相続人の譲渡益（キャピタルゲイン）が，配偶者に支払った対価分だ
け圧縮されて，被相続人の譲渡益（キャピタルゲイン）が分離課税されることからも，その変
容が裏側からも確認できる（表側でその譲渡対価は，配偶者側で譲渡所得課税される）。
　要するに，㋐配偶者居住権の期間を有期で設定している場合の期間満了，あるいは，配偶者
居住権を設定した配偶者の死亡，又は，配偶者居住権を設定した建物の火災等により全部滅失
し，無税で建物所有者や土地所有者に重しが外れた不動産が戻る場合と，㋑配偶者居住権等の
消滅につき対価を支払わず，建物所有者や土地所有者に贈与税が課された場合に，被相続人の
譲渡益（キャピタルゲイン）の全てが分離課税の対象になることにしていることになる。
　つまり，原則譲渡不可の配偶者居住権が，合意解除や放棄に伴い，適正対価を支払うことが
例外なので，例外の場合の譲渡所得課税は，本来の分離課税（₃₁）から変容して良いと考えている
のであろうか。
　確かに，配偶者居住権は賃借権類似の法定債権である（₃₂）が，この配偶者居住権を登記すれば
第三者への対抗力を取得し，使用借権とも賃借権とも異なる独自の性質を有すること（所有権
に近い権利）になる点（₃₃）からも，総合課税の考えに疑問がわいてくるのである。
　もちろん，分離課税が有利か，総合課税が有利かは，ケースごとに具体的に計算して比較し
てみる必要があるが，長期保有の場合の総合課税の譲渡所得の計算では，₅₀ 万円の特別控除を
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差し引いた ₁/₂ が長期譲渡所得になるため，他に所得のない配偶者のケースは，分離課税より
も有利になるかもしれない。
　しかし，税負担の多寡でこのような取り扱いにしたわけではないだろう。この点，立法担当
者の説明が欲しいところである。
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